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５．全面的集団化とクラーク清算
農業の全面的集団化は，公式にはおそらく１９２９年１１月の党中央委員会総

会とそれに続く諸決定，とくに１９３０年１月５日付党中央委員会決定「集団

化のテンポとコルホーズ建設に対する国家の援助措置について」および同月

３０日付の同政治局決定（極秘）「全面的集団化地区におけるクラーク経営の

清算に関する措置について」によって全国的規模で発進したといえる１）。だ

がすでにみてきたように，各地方において穀物調達の「非常措置」のなかで

集団化は事実上進行していた。

この集団化の特徴は，全面的集団化（共同体を単位とする中農のコルホー

ズへの集団的移行），短期決戦的な急テンポでの推進（都市部からの党組織

の全権代表と労働者部隊の大量派遣による，同時にOGPU（合同国家保安

部）など国家的強制装置との一体的行動を伴った突撃キャンペーンの展開），

そして「階級としてのクラーク絶滅」である。この３つの要因の真の関係

は，長くソ連崩壊まで公式の正統的解釈とされてきたような，下からの大衆

的集団化運動の進展によって農村における資本主義勢力であるクラークの抵

抗が挫かれて集団化を達成したというものでは決してなかった。その実相は

全く逆であって，集団化に先行して穀物調達ですでに経験ずみであった「ク

ラークを強く叩くところでは穀物はきわめて容易にでた」という「鉄則」を

踏まえた，「階級としてのクラークの絶滅」がまず決定的なテコとなって集

団化が推進されたということである。以上は，前稿において溪内謙『上から

の革命』の緻密かつ説得的な議論から学んだところであった２）。そして，こ

の「階級としてのクラークの絶滅」が集団化の決定的槓桿として作用するこ

とによって，フィッツパトリックが提起した「集団化の逆説」，すなわち集

団化が「農民をコルホーズに駆り立てただけではなく，農村から追い立てる

１）Tragediia Sovetskoi derevni:Kollektivizatsiia i raskulachivanie. Dokumenty i
materialy Tom 2, Noiabr’1929-dekabr’1930. Moskva, ROSSPEN, 2000. 以下
「TSD Tom２」のように略称する。Dokumenty No. 24, No. 47. s. 85-86, s. 126-130.
１月３０日付政治局決定はソ連崩壊後に６５年の時をへて初めて公表された（Ibid.,
s.１０．）。

２）溪内謙『上からの革命』（岩波書店，２００４年），３９９-４０１頁。
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ものであったという逆説」３）が創りだされることになった。すなわち，短期間

に大量の農民が村を離れ都市へ工業へ向かうという農民大移動（エクソダ

ス）を生み出す機序が造形されたといえよう。

本稿では，上記のような機序を造形した「階級としてのクラーク絶滅」が

その実相においていかなるものであったかを，重要なモメントをたどりつつ

特徴を浮き彫りにしたい。「階級としてのクラークの絶滅」，「クラーク清算」

の実相については「アーカイヴス革命」以降，ロシア内外で多くの研究成果

が出ている。本稿ではそれらの重要研究に依拠して行論を進めていくが，日

本においても，従来研究の中心であった中央での政治政策過程の研究に加え

て，幸いにも農民の生活の現場にそくした，すなわち地方における集団化の

リアルな様相をアーカイヴス革命の生み出した可能性を徹底して汲み尽くし

て描き出した大著があらわれている。そのような研究として真っ先に指を屈

するべきは奥田央『ヴォルガの革命』（東京大学出版会，１９９６年）であろ

う。今後の議論において，農村の実相に徴した考察が必要なおりに本書を頻

繁に繙くことになる。

（１）集団化と「階級としてのクラークの絶滅」

（ア） 国家による「無法の暴力」としてのクラーク絶滅

「階級としてのクラークの絶滅」という集団化運動の要因こそが集団化の

推進に排他的な意義をもったことはすでに述べた。ソヴィエト権力はこの要

因の「意義」を集団化の全面発進に先立つ「非常措置」体制における苛烈な

穀物調達キャンペーンを通じてまさに体得したのであり，この「クラークに

対する強制［こそが-引用者］，共同体に統合された農民の黙従を確保する

決定的手段」４）となること，クラークを叩くことで穀物が得られることに強固

３）Sheila Fitzpatrick, ‘The Great Departure Rural-urban migration in the Soviet
Union, 1929-33’, in William G. Rosenberg and Lewis H. Siegelbaum（eds.）, Social
Dimensions of Soviet Industrialization（Indiana University Press, 1993）, p. 16.
なお詳細は上野前稿『「資本の本源的蓄積」とソ連／ロシア（下）-１』参照。

４）溪内前掲書，３７９頁。
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な確信を宿したのであった。まさに，このクラークに対する強制の過酷化の

到達点こそが「階級としてのクラークの絶滅」であった。

とはいえ，非常措置の穀物調達において，１９２８年１月スターリンがシベ

リアに出張した折に，クラークに対する強制として提起され，発動されたの

は直接には「悪質な商業投機に対する刑事罰を規定したロシア共和国刑法第

１０７条（ウクライナ共和国刑法第１２７，１３５条）」５）の適用であった。もちろ

ん，実際にこの法が適用される犯罪行為が事実としてあるかどうかより，そ

れを調達に応じないクラークにとにかく適用することが重要であった。した

がって，村に派遣された全権代表による適用に際しては，クラークがどこに

いるかを捜し出すために「農戸の巡回，家宅捜索，隠匿穀物の没収など性急

な『行政命令的方法』への依存，合法性の侵犯は不可避」であり，ひろく

「行き過ぎと歪曲」が蔓延した。とはいえ，ソヴェト権力もこの時点では何

の法的根拠もなくして穀物を差し出させることはできなかった。法律的根

拠，とくに刑事犯罪として裁くための形式がまだ必要とされていた。

１９２９年６月２８日には，ロシア共和国法「全国家的課題と計画の遂行に対

する協力にかんする村ソヴィエトの権利の拡大について」が制定される。こ

れは村ソヴェトに，穀物非供出者から，その穀物の５倍の価額で罰金を徴収

し・・・それも支払わない（よりただしくは「支払えない」）場合にはその

資産を競売に付すること」などを指示し，「国家に対するこのような義務の

不履行が『集団によって』おこなわれた場合には，２年までの自由剥奪，一

部または全部の資産の没収が実施され，この措置が『当該地域からの追放』

をともないうる」としたもので，「これは同じ日に修正された刑法第６１条と

正確に対応して」いた６）。この法律によって，「共同体スホードの決定によっ

て個々の農民に課せられた義務は『国家の義務』とみなされ，その不履行は

ソヴェト国家の刑法によって裁かれる」７）ことになったのである。もちろん，

５）同上書，６６頁。
６）奥田前掲書，３４頁。また溪内前掲書，４０５-４０６頁を参照。
７）奥田，同上。

４ 桃山学院大学経済経営論集 第６４巻第１号



ここでもほとんどの場合，スホードの「決定」はあらかじめ当局によって筋

書きが準備されたものであり，形式的でしかなかっただろう。こうして刑法

第６１条の適用は穀物調達の困難の「組織的暴力的突破」８）として大いに力を

振るったことだろうし，集団化の決定的な槓桿としての「クラーク絶滅」へ

向かう「弾み」を与えといえよう。奥田によれば，刑法第６１条の適用が末

端の地区レベルで新しい行動様式を備えはじめたとして，次の諸点を指摘し

ている。（１）刑法第６１条の適用は，穀物余剰の没収という本来の目的から

離れて，一挙に経営の資産の全面的な没収に向かい始めた（クラーク清算の

自己目的化）。（２）犠牲となる農民が穀物余剰の有無に関係なくあらかじめ

決定された。（３）選挙権剥奪者が，第６１条の適用があらかじめ決められて

いるものとして機械的にリストアップされた。（４）あまりにも多数の経営に

対して適用された。（５）「突撃キャンペーン」や「夜」に事実上のクラーク

清算が実施された。（６）遠隔地への強制的追放が形を整いはじめた，などで

ある９）。とくに（１）の第６１条の適用がいつの間にかクラーク清算の手段に

なっている点について，ハタエーヴィチの報告を引いている。「多くの村や

地区の活動家は，（中略）第６１条によるクラークへの攻撃が何よりもまず穀

物を入手する手段であることをなぜだか忘れてしまって，逆に，穀物調達に

よる圧力をクラーク清算を遂行する手段にかえている」１０）と。

だが，このような「新しい行動様式」とは，そもそも明白な法の拡大解釈

と濫用にほかならないのに，中央の党と政府はこれ自体を取り締まるわけで

はなかった（せいぜい発作的に「行き過ぎと歪曲」を「取り締まる」程度）。

いや，それどころかこうした下からの「高揚」を受けて，刑法の適用という

「制約」を取り払って，何らの法的根拠をもたない，健全な道理にさえ背き

人間性にももとるような方針である「階級としてのクラーク絶滅」（この内

容と適用過程の様相については後述）を集団化の重要構成要素として（集団

８）同書，３５頁。
９）同書，５０-５１頁
１０）同書，５２頁。
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化推進の決定的な槓桿として）国家が意思決定したのである。刑法を根拠と

した取り締まりは，むしろクラーク絶滅過程でこれに抵抗しようとする者を

対象としてOGPUが執行する（弾圧する）ことになる。むろん，これ自体が

OGPUによるクラークの絶滅となるのであった。しかも，１９２９年秋の穀物

調達キャンペーンでのクラークに対する攻撃においてすでに，「急を要する

場合，あるいはとくに重要な場合にはOGPUが法廷外で（裁判なしに）事件

を処理することが許可され」１１）ており，これは翌年の「階級としてのクラー

ク絶滅」に際して正規の司法機関に代わるトロイカ体制（現地の党書記，ソ

ヴェト議長そしてOGPU代表からなる）の非常権限として猛威を振るった。

「非常措置」において形式的にせよ犯罪行為に対する法的な処罰として開

始された「クラークへの攻勢」（実質において農民全体に対する攻撃）は，

このようにしてむしろ法的制度的制約を払いのけた国家権力の「無法の暴

力」がくり広げられる「階級としてのクラークの絶滅」への「露払い」と

なったのである。スターリン指導部はこうした「クラークの絶滅」を「上か

らの革命」の一環としてむしろ積極的な性格をもつと描いた。農村における

「下から」集団化を支持する農民大衆とそれに抵抗し妨害する「農村におけ

る資本家階級」であるクラークとのあいだで階級闘争が激化すると，それを

党と国家が「上から」主導的に打開して集団化を成功裏に導いたとする「上

からの革命」がそれである。「上からの革命」の「理論」と実態そして歴史

的本質にかかわる全体像の史実に即しての解明は別途，とくに溪内謙の記念

碑的研究１２）などに就くほかない。ここでは，そうした全体像のごく一部分，

クラーク絶滅にいたる過程で権力自らが合法的秩序を放棄・破壊していく経

過を概観した。ちなみに，この点にかかわって溪内は，１９３０年１月３０日の

クラーク絶滅の政治局決定の特徴を分析するなかで，「クラーク絶滅の全過

程の指導権が，党機関・・・のもとに設置される三人委員会・・・に集中さ

１１）同書，５３頁。
１２）溪内『スターリン政治体制の成立』（岩波書店，１９８６年）とくに「第四部 上か

らの革命（その二）」
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れたこと」を特徴の一つに挙げている。このトロイカ体制は党機関と政治警

察が一体化した非公式権力となり，ここにクラーク絶滅の全権が託されたと

いう事実は次のようなことを意味したと指摘する。「方法的には，［穀物-引

用者］調達に比較して一層強権的な方法が適用される可能性，構造的には，

いかなる法的制度的抑制からも自由な無限定的，恣意的な権力行使の可能性

を内包していた」１３）。

結局のところ，今日歴史の法廷に立ってみれば，人口学者マクスドフ

（S. Maksudov）の次の指摘は至極常識的で正当である。「このクラーク清算

（クラークの絶滅）キャンペーンのすべてがま
�

っ
�

た
�

く
�

法
�

の
�

枠
�

外
�

のものであっ

たということである。つい昨日まで法に従順な市民であった人々が突然に逮

捕され，審理も裁判もないままに死刑判決を受け，あるいは資産を完全に没

収され，幼い子どもたちと一緒に人も住まないような土地に追放された。そ

のようなことは革命と国内戦の時にさえ生じなかったし，公然たるソヴェト

政権の敵，大ブルジョアジーに数えられるような人物に対してすらなかった

ことだ。重大犯罪に対する刑罰は以前は決して子どもや年老いた家族には適

用されなかったものだ」１４）。

以上を踏まえて，以下ではクラーク絶滅の過程をたどっていこう。

（イ）「クラーク絶滅」（第一波）

１９２９年１２月５日，政治局は（ヤコヴレフを長とする）特別委員会の設置

を決定した。この委員会はさらに，集団化のテンポとクラークに対する関係

についての２つの小委員会を設けた。１２月１４日バウマンを長とする小委員

会が集団化についての決定草案を出したが，そこではクラークを労働力とし

てコルホーズに加入させるとされていた１５）。しかし，１２月２９日にスターリ

ンは，マルクス主義農業理論家の会議で「階級としてのクラークの絶滅」と

１３）溪内『スターリン政治体制の成立 第四部』，１４６頁。
１４）Maksudov, Sergei, Pobeda nad derevnei:Demograficheskie poteri kollektivizatsii,

M., 2019. s. 40. ただし，強調は引用者のもの。
１５）TSD Tom２，Dokument No.４，s.４０．
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いうスローガンを提起していた。また彼は集団化のテンポについても，ヤコ

ヴレフ案に対して基本的な穀物地区における集団化は「もっと短期間」に遂

行すべきとの不満を表明した１６）。スターリンの指図をうけて再度作成された

案文では，もっとも重要な穀物地区（中及び下ヴォルガ，北カフカーズ）の

集団化の期間は１-２年短縮された。そして，「コムーナへの過渡的なコル

ホーズ形態」としてのアルテリを設立するという規定がなされ，クラークに

ついてはコルホーズへの加入を認めないとした。

１９３０年１月１５日にモロトフを長とする特別委員会が設置され，「階級と

してのクラークの絶滅」を具体的に実行する方法と形態を策定する作業がお

こなわれた。同月２５日にヤコヴレフを責任者とする小委員会でより過酷な

絶滅策へと最終的仕上げがおこなわれて，同２６日に中央委員会決定草案と

して政治局に提出された１７）。ここでまとめられた実行策はおおよそ次の３点

である。（i）反革命組織参加者とテロ活動や反革命的大衆行動の組織者に対

してだけ「法廷外の手続きで（vo vnesudebnom poriadke）」弾圧を強化す

ること。これが第１類のクラークである。（ii）残余の「クラーク要素」に

対しては，資産を没収し，労働ノルマをこえる生産用具も接収して北部地

方，シベリア，ウラルへ追放する者たち（第２類クラーク），そして管区や

地区のなかで資産を没収し労働ノルマに合うだけの生産用具を残して，経済

的に全く無害化されるようなところへ移住させる者たち（第３類クラーク）

とに分けて対応する。追放と内部での移住の処分を受けるもののリストは村

ソヴィエトによって作成され地区執行委員会によって確定される。（iii）暫

定的に総数１００千世帯とされていた（第１及び第２類クラーク）追放者は，

その後モロトフの指示で増やされて２１０千世帯になった１８）。「主要なすべて

１６）Ibid., s.９-１０．
１７）ヤコヴレフ委員会の編集による政局決定最終草案（TSD Tom2, Dokument No. 46,

s. 123-126.）。正式決定は同１月３０日（TSD Tom2, Dokument No. 47, s. 126-130.）
１８）イヴニツキーによれば，１月５日の決定案を準備したヤコヴレフ委員会と違っ

て，より過酷なクラーク絶滅策を打ちだしたモロトフ委員会の作業の様子を示す
文献はほとんどなかったという。１月２６日に案文が示され３０日に決定されたこ
となどしか分かっていなかった。３０日の決定自体も，６５年の時を経て初めて公
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の穀物地区」においてクラーク清算される経営数は，平均して「総戸数のお

よそ３-５％」になるはずであり，それは１９２９年秋の公式データで算定され

た数の２倍以上であった。（iv）当初案ではクラークの貯蓄は没収されない

としていたが，１月３０日の決定では，追放される者に対して世帯当たり

（当初案の３０００ルーブルではなく）最小限度５００ルーブルまでは手もとに残

されるとした。これは実際上は全ての資産と金銭が没収されることにほかな

らないであろう。（v）第１類及び２類のクラークに対する弾圧は当初の２ヶ

月間から２月-５月の４ヶ月間にわたり実行されることになった。逮捕と集

中収容所への収監はただちにはじまった１９）。この決定では，上記「総戸数の

およそ３-５％」を地域ごとに収容所に収監すべきものと追放すべき者とに分

けて示したリストが掲げられている（表１）。これを見るだけでも，公式の

説明のように「集団化を通じて村内の階級闘争が進んでクラーク清算がおこ

なわれた」のではなく，事の論理はその逆であって，まずクラーク清算がお

表された（TSD Tom 2., s. 10.）。公表の経緯については，Ibid., s.２８-２９．
１９）注：Ivnitskii, N. A., Repressivnaia politika sovetskoi vlasti v derevne (1928-1933

gg.) , RAN. In-t ros. istorii, Universitet g. Toronto (Kanada), M., 2000, s. 54-56.
（ページ数はインターネットのPDFファイルのページ）https://www.e-reading.mo
bi/bookreader.php/139350/Ivnickiii_-_Repressivnaya_politika_sovetskoii_vlasti_
v_derevne_1928-1933_gg.pdf（２０２１年９月７日アクセス確認），およびTSD Tom
2., s. 11. 参照。

集中収容所
（kontslager’）

追 放
（vysylka）

中ヴォルガ
北カフカーズ
ウクライナ
中央黒土州
下ヴォルガ
白ロシア
ウラル
シベリア
カザフスタン

３－４千人
６－８千
１５千

３－５千
４－６千
４－５千
４－５千
５－６千
５－６千

８－１０千世帯
２０千

３０－３５千
１０－１５千
１０－１２千
６－７千

１０－１５千
２５千

１０－１５千

［表１］ 収監者と追放者のおおよその目標（１９３０年１月）

（出所）TSD Tom 2, Dokument No. 47, s. 127.
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こなわれ，それをテコとして集団化が強行されたという真実を映し出している。

奥田は，１９３０年初頭からのクラーク清算について，「上からの抑止的な要

素をはねのけて内部から放恣に自己展開する可能性をうけとり，大量の，組

織的な性格を帯びるようになった」として，そこには党政治局の活動と並行

するようにしてOGPUの活動が活発していたことを指摘する２０）。イヴニツ

キーにそってOGPUの活動をなぞってみると次のようになる２１）。１月１１日付

のヤゴダ（当時OGPUの実質的トップ）が主立った部下に宛てたメモでは，

「まず最初に行政的弾圧措置」を策定しなければならない。たとえば，秘密作

戦管理局（sekretno-operativnoe upravlenie；SOU）はただちにクラークども

の追放，逮捕，集中収容所（kontslager’）への収監が必要な地域（oblasti）

を作成しなければならないと記した。１月２３日付指令では，現地のOGPU

機関に対して機関の補充のためにチェキスト（OGPU）要員がどのくらい必

要か，「対クラーク作戦」遂行のためにOGPUの部隊と赤軍部隊をどのくら

いどの地区に集中すべきかについて知らせよと指示した２２）。農民の抵抗を押

さえつけるために赤軍の一部が参加するように直接指令するのは，党・ソ

ヴィエトの公式文書ではみられないことである。「このように，公表された

資料が示しているのは，対クラーク作戦が綿密に準備されたものであって，

クラーク清算が農民大衆のどんな自然発生的なものでも自発的なものでもあ

りえなかったことを，すべてが事前に想定されたものであることを示してい

る」２３）。

１月３０日に政治局の決定が採択されると，OGPUは３０，３１日と会議を開

いて，クラークらの逮捕と追放の案を詳細に策定することに取りかかった。

これにもとづいて，２月２日付でOGPU指令No．４４／２１「階級としてのクラー

ク絶滅方策について」がだされた２４）。そこでは，OGPUの諸機関に対してク

２０）奥田前掲書，１１４-１１５頁。
２１）TSD Tom 2, s. 16, Dokument No. 34, s. 104.
２２）TSD Tom 2, Dokument No. 54, s. 137.
２３）TSD Tom 2, s. 16.
２４）TSD Tom 2, Dokument No. 69, s. 163-167.
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ラークの取り除き（iz’iatie）と追放の具体的実行（地区・共和国ごとの取り

除き数，追放者数，追放先，移送の時期など）が詳細な付属文書とともに発

令されている。また，主要な穀物地区のOGPU全権代表部に対しては２月７

日までに，その他の代表部（消費地区および民族地区）についても２月２０

日までに「詳細に仕上げられた作戦計画」を確定することが命ぜられた。つ

まり，クラーク清算はたんに主要な穀物地区のみならず基本的に全国におよ

ぶものとされていた２５）。

OGPU諸機関が行うべき方策は基本的に次の２点としている。第一は，反

革命活動家クラークなど第１類クラークのただちの清算であり，第二に，富

裕なクラークとその家族の大規模な追放とその資産の没収である。

第１類クラークとして４タイプのクラークが挙げられているが，富農層と

してのクラーク以外に白衛軍や反革命に加わった経験のあるもの，教会や宗

教関係者も加えられている。これらのものは逮捕されると，「緊急の手順」

にしたがって，各地のOGPUの全権代表部のもとのトロイカによる「法廷

外」の審理にかけられる。すでにみたように（表１），厳密な犯罪訴追の要

件・規準も曖昧なままで逮捕者の「概数」を示したにすぎないのだから，こ

れが集団化に熱狂する地方の党・ソヴェト機関員たちを「行き過ぎ」に駆り

立てるのは火を見るより明らかだった。例えば，中央黒土州では第１類の目

標は３-５千人となっていたが，実際には２月前半までに７１８３人が逮捕され

ている。中ヴォルガ地方は３-４千人の目標に対して５３７２人であった２６）。結

局，１９３０年１月から４月１５日までの逮捕者は１４０７２４人（うち聖職者５０２８

人），さらに１０月１日までに１４２９９３人が逮捕された。したがって，ここま

での合計は２８３７１７人であり１月３０日付中央委員会決定で見込んだ目標の約

５倍もの規模に達したのである２７）。

当時のソ連にあっても存在した適法的な司法手続きによってではなく，き

２５）Ivnitskii, op. cit., s. 71.
２６）Ibid., s. 75.
２７）Ibid., s. 76.
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わめて乱暴ないわば「即決裁判」であるトロイカによる「法廷外」の審理で

裁かれたものは，１９３０年に逮捕されたうち１７９６２０人にのぼった。「判決」

の内訳は，銃殺１８９６６人，さまざまな刑期での収監者９９３１９人，流刑３８１７９

人，追放８８６９人，その他執行猶予，司法機関への引渡，そして解放された

もの１４２８７人であった２８）。トロイカによる判決が最も多かったのは，集団化

がとりわけスピードアップしていた穀物地区，すなわち，ウクライナ，北カ

フカーズ，西シベリア，中央黒土州，ヴォルガ流域地方であり，こうした弾

圧措置が集団化に重要な役割を果たしたことがみてとれる。例えば，北カフ

カーズでは１９３０年におよそ１４００千戸の農民・コサック農家があったが，ト

ロイカの判決を受けた者は２０２３０人であり，これは農家６９世帯に１人とい

う高い割合であった２９）。むろん，この犠牲になったのは第１類クラーク本人

だけではない。彼らの家族は第２類クラークと同じ処分，すなわちロシア北

方などに追放させられた（家族をあわせてのクラーク絶滅の犠牲者の総数に

ついては後述）。

第２類および３類のクラークの清算はどうなったか，１９３０年冬のクラー

ク清算についての資料（表２）をもとに特徴を見よう３０）。イヴニツキーは次

の４点に注意を促している。まず，（i）この表示された経営数は，集団化の

過程でクラーク清算された数，すなわち直接には「階級としてのクラーク絶

滅」過程の犠牲者数であって，実際にクラーク清算された農家数よりはるか

に少ない。それは表中の欠落箇所から分かるように，クラーク清算の完全な

データが存在していないためである。（ii）裁判によって資産を売却させら

れたり，穀物調達において供出義務に違反して確定課題の５倍の罰金を科せ

られ，結局クラーク清算にいたった者も含まれていない。シベリアでは前者

の件数が１０．６千件あり，後者は１４．７千経営だった。（iii）表には「不当に」

クラーク清算された経営は算入されていない。例えば，中央黒土州では

２８）Ibid.
２９）Ibid., s. 77.
３０）Ivnitskii, s. 73-74 にもとづく。
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１９３０年春に「不当にクラーク清算された経営」３０千戸が復権をした。その

際に，クルスクとリゴフスク管区では不当にクラーク清算された経営が

５０％以上であった。復権されても没収された資産は戻されず，追放された

家族は流刑先にとどまっていた。こうしたクラーク清算も考慮すれば，

「１９３０年夏にかけてクラーク清算された経営数は３２０千［表中の「クラーク

清算された総数」の合計は３１４９３９-引用者］ではなく４００千を大きく超える

であろう」３１）。さらに，イヴニツキーは（iv）直接のクラーク清算と並んで，

３１）Ibid.

（単位：農家数）

クラーク清算
された総数

追放された
第２類

追放された
第３類

クラーク清算さ
れたのちに地元
に残った農家

ウクライナ
白ロシア
中央黒土州
下ヴォルガ
中ヴォルガ
北カフカーズ
シベリア
ウラル
クリミア
タタール
バシキール
極東地方
カザフスタン
モスクワ州

レニングラード州
ニジェゴロド州
イワノヴォ州
北部地方
中央アジア
ザフカーズ
西部州

７３８２０＊
１３２３６
４３９３０
２９３４４
２７５２３
２５２０２＊＊
５５４２６
－

３５６４
８３２５
７５５７
３９３７
n. d.
３６５５
１７５１
１１３６５
５５５６
n. d.
７４８＊＊
n. d.
n. d.

２０７９３
９７０１
８２３７
７９３１
５８７３
１０５９５
１６０２５
１３７０８
３１７９
１６０５
－
４４７

１３７０９
－
－
－
－
－
８０
－
－

－
－

１６９８４＊＊
－

５５１０
２０７５６
５００
４５００
－
－
－
３９

４５００
－
６００
５１２
２０００
－
３４９
－
－

５３０２７
３５３５
１８７０９
２１４１３
１６１４０
－

３８９０１
－
３８５
６７２０
７５５７
３４５１
－

３６５５
１１５１
１０８５３
３５５６
－
３１９
－
－

合 計 ９９５１５ ５１８８９ １９４０７８

［表２］ クラーク清算（１９２９年末－１９３０年春）

（出所）Ivnitskii, Repressivnaia politika sovetskoi vlasti v derevne (1928-1933 gg.),
s. 73.

（原注）＊ データは完全ではない。２００００戸が加えられていない。
＊＊データは完全ではない。
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間接的というべき「自己クラーク清算（samoraskulachivanie）」も，クラー

ク清算の全体数に加えるべきとする。中ヴォルガでは８６地区のうち５６地区

で６千戸，下ヴォルガでは１０千，シベリア８．５千，北カフカーズ２０千な

ど，全体としておおよそ２００-２５０千戸の規模ではないかと推定している３２）。

以上の４つの点を考慮すれば，１９３０年全体のクラーク清算された経営数は

６００-６５０千経営を下らない規模で，家族を合わせて３百万人以上になるだろ

う。１９２９年の公式データではクラーク経営数は７００千とされていたことを

考えると，１９３０年のクラーク清算によってソ連のクラーク経営層はほぼ

「絶滅」されたといえる（ただし，イヴニツキー自身が指摘しているように，

中農や貧農でさえもが「クラーク清算」された事例が多々あるという点を割

り引いて考えることも必要であるが）。

（ウ）クラーク資産の収奪

「階級としてのクラーク絶滅」によってクラーク清算された者及びその家

族を次に待ち受けたのは，居住地からの追放（強制移住vyselenie）であっ

た。これら追放された者たちの行方と末路を詳細にたどることはここではな

しえない（続稿「追放者の「植民」と「経済的利用」-スターリン式本源的

蓄積の『最底辺』」において重要な問題点については論じたい）。以下では，

まずクラーク清算の諸相をとくに資産没収の状況に焦点を当てて検討し，そ

の後クラーク清算された者たちの遠方への追放（強制移住）を概略的に確認

しよう。

清算されるクラークは第１，２，３類で逮捕・収監（あるいは銃殺）か，遠

隔地への追放か，あるいは地区（raion）・管区（okrug）の境界内での分離

居住（rasselenie）かという違いがあるが，どの場合もその資産が没収され

る。クラークからの資産の没収は，すでに「非常措置」の導入以来，刑法条

項（主として第１０７条，第６１条）にもとづく処罰としておこなわれてきた。

したがって特に目新しいものではないが，「階級としてのクラーク絶滅」じ

３２）Ibid., s. 74.
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たいが集団化を推進する決定的な槓桿として位置づけられる不法無法で過酷

な農民弾圧であるという根本的性格とともに，村落ではたとえ富裕だとして

も大部分が小経営である農民からありとあらゆる（農具や金銭は言うに及ば

ずしばしば一枚の肌着，一足の靴下の類いまでの）「資産」を収奪しようと

したこと３３）は，スターリン主義的本源的「蓄積」のきわめてさもしい吝嗇な

側面を浮かび上がらせるものだった。

既に述べたように１９３０年１月１５日，クラーク絶滅方策についての中央委

員会決定（１月３０日採択）の準備のために「クラークについての措置を起

草するために」政治局にモロトフを長とする委員会が設けられた。ここにさ

らに，クラーク経営に対する経済的措置の作成（ヤコヴレフが責任者）とク

ラークに対する弾圧措置の作成（カバコフが責任者）を担当するという２つ

の小委員会が設けられた３４）。両小委員会の草案とも，クラークの資産の没収

について記述がある。まず「階級としてのクラークの清算」をテーマとした

カバコフ小委員会の草案では，第２類のクラークについては遠隔地への追放

と「資産の没収と労働ノルマを超える農具の接収」が，第３類は「地区と管

区の境界内での分離居住を行なう」が，それは分離居住させられるものが経

済的に最も無害となるような場所で，最劣等とされる土地を与えるが，それ

とともに「資産を没収して労働ノルマだけの農具を残す」とした３５）。ここで

はクラークに残される農具の範囲について表現上の違いがあるが実質的には

同じといえるだろう。これに対して，ヤコヴレフ小委員会文書では，資産の

没収についてクラークの分類別の記述はなく（第３類クラークは「自分の居

住地にとどまってコルホーズ農地の外に土地を割り当てられる」とされてい

る），第２類クラークについて「連邦の遠隔地区に追放される者には，資産

の没収に際して以下のものを残すべし。つまり，特に必要な家庭用品，新し

３３）後述のように公式には生活に必要な最低限度の日用品，身の回り品は没収されな
いことになっていたが，実際にはそうしたものまで徹底的に収奪された事例はお
びただしかったであろう。中ヴォルガにおけるそうした事例について奥田前掲
書，１３１-１３３頁参照。

３４）TSD Tom 2, s. 10-11.
３５）TSD Tom 2, Dokument No. 43, s. 118.
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い場所での作業の性質に応じて必要となるような若干の簡単な生産手段，そ

して最初に必要となるような食糧ストックの最小限である」とされた３６）。以

上，両小委員会の記述は一定の差異があるが，クラークのもとに残すべき何

ほどかの物品があることを明記している。これに対して，最終的に採択され

た１月３０日の決定では，クラークの手もとに残されるものにいっそうの制

限が加えられる一方で，これに関連して没収された資産の処分についてさら

に詳細に記述されている。

１月３０日付中央委員会決定は４つの部分からなっているが，ここではク

ラーク資産の没収に限定していくつかのポイントを取りあげよう３７）。「Ⅰ 全

面的集団化地区におけるクラーク経営の清算に関する諸方策について」で

は，全面的集団化地区でただちに遂行すべき（その他の地区では集団化の大

規模な展開の程度に応じて遂行すべき）いくつかのことを列挙しているが，

その「２．」で次のように指示している。すなわち，「クラークからは生産手

段，家畜，経営及び住居用建物，加工企業，飼料及び種子ストックを没収す

ること」。クラークのもとに残される，したがって収奪されない部分につい

ては，「Ⅱ クラークの追放と分離居住」の「５．」で上述のヤコヴレフ小委

員会案がそのまま採り入れられた上で，残される金銭について次のように規

定している。すなわち，「また追放されるクラークの貨幣資産も没収される

が，移動と現地での設営のために必要な若干の最小金額（世帯当たり５００

ルーブル以下）をクラークの手もとに残す」３８）とされた。当初のカバコフ小

委員会の案では３０００ルーブルまで認めるものだった３９）が大幅に減額された。

「Ⅲ 没収と没収された資産の処分について」ではヤコヴレフ小委員会で示

された規定に加えて，クラークの手もとに残される金銭が大幅に制限された

ことと関連して金融資産の処理の記述が詳しくなった。要約して紹介する

と，預金通帳や国債は接収される，預金口座からの引き出しや担保貸付は停

３６）TSD Tom 2, Dokument No. 46, s. 123.
３７）TSD Tom 2, Dokument No. 47, s. 126.
３８）TSD Tom 2, Dokument No. 47, s. 128.
３９）TSD Tom 2, Dokument No. 42, s. 117.
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止される，協同組合などの組織の持分や出資金は貧農やバトラークの集団化

のための資金とされるなどである４０）。また「Ⅳ 特別決定」においては，

「公表に及ばない」全国一斉の政令を緊急に発布すべきとして，全資産の没

収が迫るなかでのクラークの自由な移住を禁ずることと，資産と農具の売却

を禁ずることがあげられている４１）。

では実際のクラーク資産の収奪はどのような規模であったのだろうか。

１９３０年７月４日付「１９３０年６月２５日時点のデータにもとづくクラークか

ら没収された資産価値に関する財務人民委員部国家歳入管理局報告

（spravka）」４２）によれば，財務関係の機関はクラーク清算に参加しておらず，

没収された資産の記帳も多くの場合おこなわれていないし，没収された資産

についての情報は管区ばかりか地区でも，村ソヴィエトでさえ持ち合わせて

いないことがめずらしくなかった，という。それにもかかわらず，財務人民

委員部はかなりの地域（連邦全体で２８０１地区のうち１２６９地区）から不完全

ながらも情報を入手して，それに基づいて全国の状況の推計をおこなった。

それが表３（１）及び（２）である。没収された資産は，現金や預貯金などを除

けばすべて「評価額」であるが，その評価は多くの場合実勢に合致しておら

ず明らかに過小評価されていると指摘されている４３）。この指摘に関連してイ

ヴニツキーは，没収された資産が目録作成の際に「しばしば２-３倍低く評

価されている」として，さらに馬匹が実勢では６０-７０ルーブルで取引され

ているのに評価額３-１０ルーブルとなっていたり，また牝牛は３０-４０ルーブ

ルに対して３-４ルーブルとされた事例があると述べている４４）。

つぎに上述のような不完全な情報をもとにして財務人民委員部がおこなっ

たソ連全体のクラークの資産没収規模の推計を見よう。推計方法とその当非

４０）TSD Tom 2, Dokument No. 47, s. 129.
４１）TSD Tom 2, Dokument No. 47, s. 130. １９３０年２月１日付でソヴィエト中央執行

委員会と政府の決定「クラーク経営の勝手な移住とその資産の売却を禁止するこ
とについて」として出された（TSD Tom 2, Dokument No. 67, s. 161.）

４２）TSD Tom 2, Dokument No. 189, s. 523-525.
４３）TSD Tom 2, Dokument No. 189, s. 525.
４４）Ivnitskii, Sud’ba raskulachennykh v SSSR, Moskva, SOBRANIE, 2004., s. 22.
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についてはここでは論じないことにして，表３（２）の若干の項目について検

討を加えよう。この際に，北カフカーズでのクラーク資産の没収のデータ

（表４）を参照資料として用いる。

まず注目されるのは，経営当たり平均しての没収資産額（５６４ルーブル）

と現金や預金その他の「金融資産」の没収資産額に占める比重（２％）がき

わめて僅少なことである。北カフカーズの事例では金融資産だけでなくおそ

らく宝飾品などもふくんでいると思われる「財貨（tsennosti）」でみると没

収総額の６．４％を占めている。この程度の規模では投資財源としても極めて

限定的な意味しかもちえないであろう。平均資産額は資産の過小評価の問題

があるのでしかるべき補整により増加する（この点後述）だろう。だが，そ

れにしても「農村における資本家階級」などというクラークの「定義」が実

態を大げさに映し出した幻影に過ぎないことを如実に示していよう（同時に

資産を没収された経営数
個人的手続きで課税されている経営数に対する比率（％）

没収された資産額（千ルーブル）
経営あたりの平均額（ルーブル）
コルホーズの不可分フォンドに移管された額（千ルーブル）
没収された資産総額に占める比率（％）

没収された現金、預金及び債券（千ルーブル）
没収された資産総額に占める比率（％）

１９１０３５
５８．１
１１１３６４．４
５６４．２
８４４９９．９
７５．９
２２５１．５
２

資産を没収された経営数（千戸）
個人的手続きで課税されている経営数に対する比率（％）

没収された資産額（千ルーブル）
経営あたりの平均額（ルーブル）
コルホーズの不可分フォンドに移管された額（千ルーブル）
没収された資産総額に占める比率（％）

没収された現金、預金及び債券（千ルーブル）
没収された資産総額に占める比率（％）

３２１
４５．６
１８１５５９．６
５６４．２
１３７８０３．７
７５．９
３６３１．２
２

［表３］ クラーク資産の没収
（１）１９３０年６月２５日時点（連邦２８０１地区中１２６９地区の不完全なデータによる）

（２）財務人民委員部による全連邦についての推計

（出所）TSD Tom 2, Dokument No. 189, s. 524.
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「クラーク清算された者」のかなりの部分が実際にはクラークではなかった，

中農や貧農であったケースも数多く報告されている。）。

財務人民委員部のコメントでは，収集されたデータに基づいて全国の推計

をおこなう場合，コルホーズへ移管された資産のうちで「クラークの債務償

却」にどれほど充てられたのかを表示する情報が乏しい指摘されている。そ

の上で没収総額の７％という推計値をあてている。北カフカーズの資料では

「クラークの債務償却」という項目が設けられており，その比率は５％であ

る（一部地域でデータが未計上と思われるのでこの数字は暫定値と見なすべ

きだろうが）。この「クラーク債務」がオープシチナなどの共同体（村）に

対する穀物調達の「確定課題」の未遂行を主たる内容とするのであれば，そ

れは本来の意味での債務ではなくそれ自体が国家の収奪なのだから，コル

ホーズでの「償却」というのは形式的操作にすぎないであろう。没収された

資産がコルホーズに移管されるという場合，その実態はクラークの居館（コ

ルホーズの事務所，住宅をもたない貧農などのための共同住居，子どもため

の託児所などに使用された），農耕具，家畜など「実物資産」が中心を占め

ているであろう。つまりは，クラークという「農村における資本家階級」か

らの収奪によって農業の「社会主義」的大規模化・機械化のための物質的基

礎がただちに提供されるわけでもなく，そのための投資資金が得られるわけ

でもなかった（他方で，国家からの資金も期待できなかった４５））。

４５）スターリンの党・国家が農業生産の成長にまともに投資をおこなうつもりがな
かった事例をひとつあげよう。１９２９年秋，本格的な集団化運動が始動したとき，
コルホーズツェントルは耕種生産ばかりでなく家畜も含めた「完全な社会化」を
目指した１９２９／３０経済年度の計画を提示した。だが計画が明らかにされるやいな
や，ゴスプランはコルホーズがコルホーズ農

�
民
�
か
�
ら
�
家
�
畜
�
を
�
購
�
入
�
す
�
る
�
ために国家資

金から貸付を与えることを強く批判した。ゴスプランの作成する計画の統制数字
にもそうした見地が反映されるとともに，畜舎を建設するのはみずからの労働，
資金，及び資材を用いておこなうべきだと主張した。こうして「工業化の増大す
る圧力のもとでは，外部からの資金を注入しての社会化に対して経済的刺激を与
えることは排除された」（R. W. Davies, The Soviet Collective Farm , 1929-1930,
The Indutrialisation of Soviet Russia, vol.2, p．７７．）のだった。この結果，コル
ホーズ「農民自身の力」で「家畜の社会化」を進めたことでどのような災厄がも
たらされたのかはのちにあらためて論及するだろう。
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この点は「没収された資産総額」の規模によっても裏書きされる。すでに

みたように，財務人民委員部によってもクラーク資産の価値評価が過小であ

るのは疑問の余地がないとされていた。ではどのくらいに再評価されるべき

か。この資料では，「補正の規模が実際どのくらいになるかはデータがない

ので分からない。きわめて慎重にみて現在の数字が２５％だけ過小評価され

ているとすると，没収された資産総額はこの場合およそ２２５百万ルーブルで

あり，コルホーズに移管された額（８３％）は約１８０百万ルーブルであろう」

としている４６）。イヴニツキーは「２-３倍の過小評価」という数字を挙げてい

るが，同時にスターリンが１９３０年６月開催の第１６回党大会で「１９３０年夏

までにコルホーズにクラーク清算された者の資産４００百万ルーブル以上が移

管された」としていることに言及している。コルホーズへの移管以外にも没

収された資産が配分されたことを勘案して，没収された資産総額ではおよそ

５００百万ルーブルになると見積もっている４７）。２２５百万も５００百万もどちら

の数字を採用したとしてもその根幹の意味に変化があるとは思われない。確

かなことといえば，それはクラークという農民から日々の生存の保障を徹底

して奪い去った結果であったということだ。

また，この報告ではコルホーズの不可分フォンドに移管された部分（推計

で総額のおよそ８３％）と現金や債券の形での総額の２％部分を除いた約

１５％を占める部分が「未配分」の状態であることが指摘されている４８）。この

うち，（i）一部の資産は「クラークの債務」償還や未払い金の返済のために

売却され，（ii）一部は「ソフホーズそしてその他の国家的及び協同組合的

機関」へ移管され，そして（iii）「残余部分は地区執行委員会と村ソヴィエ

トの処分に残された」とする４９）。シベリアにおける追放されたクラークの研

究で知られるクラシリニコフ（S. Krasil’nikov）はこれを財政機関がこの資

産部分がどこにいったのか追跡できなかったことを意味しており，「ここに

４６）TSD Tom２，Dokument No.１８９，s.５２５．
４７）Ivnitskii，op. cit., s.２２．
４８）TSD Tom２，Dokument No.１８９，s.５２５．
４９）Ibid．
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現地権力機関と農村の『活動家』の活動と結びついた『クラーク清算』の直

接の『コスト』が見いだされるかもしれない」と指摘する５０）。つまりは，

「未配部分」の実体とは，クラーク清算を現地で実行した「実働部隊」によ

る乱暴な略奪行為の「戦利品」に等しいとみなしているといえよう。クラシ

リニコフのように「未配分」全体をそうした略奪によって費消されたものと

みなせるかどうかはともかく，そのうちの（iii）については当てはまりそう

だ。類似資料である北カフカーズの事例では財務人民委員部のそれより２-３

か月ほど後に作成されたためか，一見して不明瞭とおぼしき「未配分」は項

目としてはあらわれていない（表４参照）。ただし，コルホーズに移管され

た部分で「不可分フォンド」に組み込まれた後に残った部分（総額の約

６．５％）はどんな使途に充てられたかは明らかにされていない５１）。

クラーク清算によって没収された資産の総額がどのくらいかを推計できて

も，それがどれほどコルホーズによる農業生産の発展に寄与したかを推計す

ることはおよそ無意味なことであろう。ソ連の農村は農業生産の中核をな

す，いわば「篤農」というべき階層をまるごと根扱ぎにされて，発展どころ

か危機と衰退の淵に立たされることになる。没収された資産は本来の所有者

のもとでこそ価値を増殖させたはずである。

（エ）クラーク清算された者たちの追放

クラーク清算された者たちは，資産を没収され，多数の事例ではまさに

「身ぐるみ剥がされて」，そして父祖の地からも引き離されて「追放

（vyselenie）」された。ここでは，追放先までの移送についてその特徴を概

略的に触れておこう。

イヴニツキーは，１９３０年１月３０日の中央委員会決定が採択されるとただ

５０）Sergey Krasil’nikov, Serp i Molokh, M., ROSSPEN, 2003，s.７３．
５１）ちなみに，ショーロホフの小説『ひらかれた処女地』には，クラーク清算され追

放された富農から没収した，おもに衣類を「着物や履くものに困っている貧農に
分配」する様子が物語られている（第一部上，邦訳２５６-２６５頁，横田瑞穂訳，
岩波文庫，１９６１年）。小説では，分配された衣類の評価額分が受け取った農民た
ちのコルホーズで稼ぐ賃金から差し引かれる，とされてはいるが。
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ちにクラーク清算された者たちの大規模な流刑（deportatsiia）が開始され

たこと，さらには１月３０日決定以前にすでに一連の地方党組織では大量の

クラーク追放が決定されていたことを指摘する５２）。例えば，北カフカーズで

ははやくも１月８日に２０千のクラーク経営の追放が決定され，矢継ぎ早に

クライ（地方）に追放を管理する特別委員会，管区・地区には「トロイカ」

などが設置された。すべての準備作業は２月５日までに終了させ，２月１０

日からは追放に取りかかり３月１日までに終了させねばならないとした５３）。

このような動きは他地方においても同様であった。地方組織は競い合うよう

にいわば「フライング」気味に「階級としてのクラークの絶滅」に乗り出し

た。中ヴォルガは１月２０日の党機関で決定した逮捕者数と追放クラーク経

営数を１週間後には大幅に増やすとともに，クラーク分子の取り除き活動は

集団化のテンポとは無関係に展開されねばならないとした５４）。スターリンら

指導部は中ヴォルガ地方の「フライング」を「クラーク問題でのせっかち

さ」として非難するのだが，すでに中央自身も１月３０日の決定の冒頭部分

で「近づきつつある農業キャンペーンとの関連で」（すなわち，春の播種作

業）クラーク清算の「緊急性」を認めていた５５）。中ヴォルガの党指導者ハタ

エーヴィチは，スターリンらの批判に反論して，「中央諸機関となかんずく

中央の新聞雑誌も，『１．５ないし２週間のうちに全面的集団化とのしかるべ

き関連をもたないクラーク清算を呼びかけた』のであって，責任がある」と

述べた５６）。いずれにしても，いちおう公式の言明ではクラーク清算は集団化

運動をつうじて農村内部の「階級闘争」の結果としておこなわれるはずで

あった。だがこのように実態はむしろクラーク清算を最大のテコとして集団

化が推進されるという本質的構図を露呈したのであった。

そこで中央委員会が指示したのは，各地方組織は移送旅程とまったく同様

５２）Ivnitskii，Sud’ba... , s.３０．
５３）Ibid．
５４）Ibid., s.３４．
５５）TSD Tom２，Dokument No.４７，s.１２６．
５６）Ivnitskii，op. cit., s.３５．

「資本の本源的蓄積」とソ連／ロシア（下）-２ ２３



に逮捕と追放の時期もOGPUと調整せよ，そしてOGPUは５日以内に追放計

画と追放者の第一団の出発時期を決めて，対応する組織に周知せよ，という

ことであった５７）。OGPUの側ではすでに上で言及したように２月２日付で指

令No．４４／２１「階級としてのクラーク絶滅方策について」を出して，クラー

ク「追放作戦」と移送の実施の詳細を定めた。追放作戦は２月１０日から３

月１日まで，クラーク清算された者たちを出身地の外へ移送するのは，北カ

フカーズ，中ヴォルガ及び下ヴォルガの２月１５日を皮切りに実施されると

した５８）。急ピッチで逮捕者と追放者を移送実施地点に集める作業がおこなわ

れていた一方で，追放先では大量の追放者を受け入れる準備が整っていない

ことが判明して，OGPUは第一陣の予定者数を大幅に削減せざるをえなく

なった。ところが，ここにスターリンが介入した。スターリンは第一陣の追

放先からシベリアとカザフスタンが抜けていることを指摘して，含めるべき

とした。しかし，シベリアの党が１９３０年春までに予定した４４千世帯の受け

入れを拒否すると，２月１６日にはシベリアと北部地方の党指導者に対して４

月半ばまでに受け入れ態勢を整えよ（シベリアは少なくとも１５千世帯，北

部は５０千世帯）という電報を送っている５９）。実際の移送は，２月９-１０日に

北カフカーズから第一団が出発して開始された。北カフカーズからの追放は

３月１０日までに終了し，１０４６４世帯，５１６２０人が移送された６０）。追放された

者たちが道中でどのような辛酸苦難をなめたかについては言及しない（続稿

で述べる）。ここでは，他の農民がどのようにクラーク清算を受け止めたか

について簡単に触れておこう６１）。イヴニツキーは追放作業の結果をまとめた

１９３０年５月３日付OGPU報告中の「住民の反応」を参照している。報告は，

クラーク清算のキャンペーンのなかで，貧農・中農大衆の基本部分はクラー

クの追放に対して積極的であったとしつつも，集会で追放者の名簿をはねつ

５７）TSD Tom２，Dokument No.７１，s.１７０．
５８）TSD Tom２，Dokument No.６９，s.１６５．
５９）Ivnitskii，op. cit., s.３８．
６０）Ibid．
６１）Ibid., s.４０．
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ける，クラークを守って，とくにクラークの列車への乗り込みや出発に際し

て，追放を阻止しようとする集団的で大衆的な行動をするなどの「否定的な

時がいくつものところであった」と記している６２）。実際にどれほどクラーク

の追放に対する抵抗があったのかについて，イヴニツキーは，１９３１年３月

１５日付OGPUの長文の報告メモに掲載された農村での大衆行動をOGPUの側

から原因（背景）別に仕分けした付表（表５）を引用している。イヴニツ

キーがクラークの追放を阻止しようとする農民の抵抗とみなしているのは

「反ソ分子の取り除きと拘束」という「理由（背景）」をもった大衆的行動で

あり，追放の時期に相当する１９３０年２-５月にソ連全体で合計１７２２件（同

時期の総件数の１５．７％）に達している６３）。これも絶滅対象となったクラーク

が，果たして農民にとって公式プロパガンダにいうような農村における「階

級敵」であったのか，それとも農村共同体におけるたんなる富裕な有力者に

とどまらずむしろ篤農と形容すべき存在であったのか，その真偽をおのずか

ら物語るものであろう。

６２）TSD Tom２，Dokument No.１６２，s.４１８-４１９．
６３）TSD Tom２，Dokument No.２７８，s.８０２．

年
月

大規模デモ テロル ビラ・チラシ

１９２８ １９２９ １９３０ １９２８ １９２９ １９３０ １９２８ １９２９ １９３０

１
２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

１０
１０
１１
３６
１８５
２２５
９３
３１
２５
２５
３３
２５

４２
２２
５５
１５９
１７９
２４２
９５
６９
７２
１３９
１０８
１２５

１０２
１０４８
６５２８
１９９２
１３７５
８８５
６１８
２５６
１５９
２７０
１２９
９１

２１
４８
２３
３１
５１
４３
７７
７６
１０３
１３５
２１６
２０３

６４２
３２９
３５１
２４７
５４６
８５１
４７４
７５７
１１６７
１８６４
１２９５
５７０

８０８
１３６８
１８９５
２０１３
１２１９
７９６
７６２
９２８
９４６
１４４０
９５４
６６５

７０
９０
７２
６６
６４
７４
６１
４６
３１
５８
１０５
１０８

２４６
１２９
２２９
２３７
２４２
２２８
１２７
８６
１３０
２３０
２８６
２２８

４６０
８２８
１１８１
８３８
３９２
２５３
２４５
１５３
１０８
２０５
２８０
２１３

［表５］ 農民の大規模行動件数（１９３１年３月１５日付ＯＧＰＵ極秘資料より）

（出所）TSD Tom 2, Dokument No. 278, s. 787-808.
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結局，１９３０年５月２０日までにクラーク清算された者の追放は６７９９４世

帯，３４８７３４人に及び，当初の予定を上回る規模となった（表６）。これらは

出身地の共和国，州，地方などの外に移送されたが，これに加えてシベリ

ア，ウラル，極東，北部地方，レニングラード州では同州内の北方の人の住

まないような地域に，カザフスタンではアラル海地区に転住させられた者

（pereselennye）が１６２０２１人がいて，追放と転住を合わせると１００２６２世帯，

５１０７５５人となった。第２類クラークの追放と転住は，春の播種キャンペー

ンのために一時中断されて秋に再開された。１９３０年１２月までに追放された

のは（５月２０日までの数も含めて）１１２８２８世帯（５５０５５８人）となった。こ

の後も追放が中断したために同州内に残ったクラーク清算者はおよそ百万人

（２０３６８１世帯）とされているから，合計１５５万人ほどが１９３０年にはクラー

ク清算されたことになろう６４）。翌１９３１年の集団化の再開とクラーク清算の

第二波については項をあらためて述べることにするが，以下に，クラーク清

算だけでなくその他の理由からも遠隔地へ追放された者についてごく簡単に

数量的な変化を中心に第二次大戦（大祖国戦争）開始直前までたどっておく。

６４）Ivnitskii，op. cit., s.４０-４１．

出発地
予定 実施

世帯数 人数 世帯数 人数

ウクライナ
ベロルシア
中央黒土
下ヴォルガ
中ヴォルガ
北カフカーズ
クリミア
タターリア
中央アジア

２００００
８０００
８０００
８０００
６０００
１００００
３０００
２０００
４００

１１５０００
４３５００
４００００
４００００
３００００
５００００
１５０００
１００００
２０００

２０７９３
９７０１
８２３７
７９３１
５８７３
１０５９５
３１７９
１６０５
８０

１１３６３７
４７３９２
４８３７
４０００１
３１０３７
５１５７７
１４０２９
７９４３
２８１

合 計 ６５４００ ３４５０００ ６７９９４ ３４８７３４

［表６］ 第２類クラークの追放（１９３０年５月２０日時点）

（出所）N. A. Ivnitskii, Sud’ba raskulachennykh v SSSR, Moskva, SOBRANIE, 2004,
s. 41.
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１９３０-１９３１年に故郷から追放された者は３８１０２６世帯，１８０３３９２人となっ

た。１９３０年にクラーク清算された者は１９３１年のそれの倍以上だった（４５０

千人対２００千人）が，春の播種キャンペーンによって移送作業が中断したた

めに，実際に追放された者は１９３１年がはるかに多かった６５）。１９３１年８月３０

日付政治局決定で「大規模手続き」での追放を停止するとされ，以後は小規

模家族集団による「個人的手続き」で実施すべしとされた６６）。だが，この決

定の当日付で中ヴォルガ地方内で２５００世帯の転住を，バシキリヤでは６０００

世帯，カザフスタン５０００世帯などと大規模な追放を裁可している。実際に

は大規模な追放はその後も続けられたのである。ただ，追放の対象者はク

ラーク清算の結果ばかりでなく，コルホーズ農民，党とソヴィエトの機関職

員など穀物調達の「妨害者」も含まれるようになった６７）。１９３２年に同一州内

での転住を含めた追放者数は７１２３６人だった６８）。

１９３３年２月１３日，ヤゴダはスターリン，モロトフに対して，全面的集団

化地区の個人農，穀物調達などのキャンペーンの「妨害者」，あるいは旅券

制度の導入に関連して都市から出ようとしない「都市分子」（犯罪などにか

かわるいわゆる階級落伍者）など２百万人ほどを１９３３-１９３４年の間に西シ

ベリアとカザフスタンに移住させて労働居住区を設置することを提案してい

る。その後，西シベリアが全員の受け入れは困難であると表明するなどの曲

折を経て，結局１９３３年８月には当初もくろみの２百万人から５５０千人に減

らされることになった６９）。ここから垣間見えるのは，いまでは農民の追放が

その性格を変え始めたということである。イヴニツキーは次のように説明し

ている。すなわち，「主として農民を追放・転住させる規模は年を追って拡

大していき，ますます多くの地区をふくむようになった。いまや特別移民

（spetspereselenie）は，新しい領土の開拓とそのための安価な労働力の確保

６５）Ibid., s.４２．
６６）Ibid., s.４４．
６７）Ibid., s.４５．
６８）Ibid．
６９）Ibid., s.４６．
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という，唯一ではないとしても主要な目的をもつようになった」のであ

る７０）。追放された者はNKVD（内部人民委員部）所属の一連の企業での労

働，バイカル・アムール鉄道の建設などに従事させられた（追放先での経済

組織での労働については続稿で扱う）。ここでもまた，農村内部での「階級

闘争」という公式のお題目は，スターリン式のさもしい本源的蓄積のために

安上がりの強制的労働力を確保するという本質的構図の「枕詞」的口実にす

ぎないことが明らかになる。１９３３-１９３６年の４年間での追放者はおよそ５００

千人であった７１）。

１９３７-１９３８年の「大テロル」期については本稿の課題としてはいないが，こ

こでも犠牲者の基本的部分が農民であったことはとくに指摘しておこう７２）。

イヴニツキーは，１９３０-１９３７年のいわゆる「クラーク流刑者」（大テロル期を

含まないということかと思われる）は２４６４２５０人，さらに全面的集団化期か

ら大祖国戦争直前期に追放された者はおよそ４百万人に上るとしている７３）。

（２）農民の抵抗

非常措置以来，穀物調達，課税，家畜調達，クラーク清算，そして集団化

に際しての権力による苛斂誅求，暴力と抑圧に対する農民の側からの抵抗は

さまざまな形態と規模，広がりもって生じた。ここでは主として数量的デー

タを紹介し，その特徴検討しよう。

まず確認すべきは，非常措置以来の農村の状況については断片的な情報は

あっても，党・国家の農村をめぐる政策，とりわけ集団化についての政策の

正統主義的歴史解釈，すなわち「上からの革命」論７４）を疑問視することにつ

ながるような党やOGPUの資料はすべて機密（sovershenno sekretno）とさ

れ，一時的部分的な例を除けば公開されていなかった。ここでの農民の抵抗

７０）Ibid., s.４９．
７１）Ibid., s.４８．
７２）この時期カリーニン州で逮捕された者の６０．３％は旧クラーク，個人農，コル

ホーズ農民であったという（Ibid., s.５３．）。
７３）Ibid., s.５３-５４．
７４）溪内『上からの革命』，６-７頁ほか参照。
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の諸相についてもまた同様であった。

農民の大規模行動（massovoe krest’ianskoe vystuplenie）とOGPU文書な

どで称されている農民の大衆的規模での反抗，騒擾は，１９２６-１９２７年には

６３件記録されているが，非常措置が導入された１９２８年には７０９件，１９２９年

には１３０７件と急増した７５）。非常措置期の農民の反抗は件数のほぼ半分が穀

物調達に関連した事件とされている。それに続く原因は「宗教的背景（村の

教会の閉鎖や聖職者の逮捕に対する抵抗）」，「食糧難」などである。年間の

動向をみると，反抗件数は９月-１１月，４月-６月の時期に多くなっており

（表７参照），これは穀物調達の開始と終了の時期と重なっている。とくに５

-６月期はまだ収穫に至らない一方で，農民の手もとの穀物やその他の資源

が尽きかけている。にもかかわらず穀物調達などの権力の収奪が続いてい

た。ここに反抗行動（積極的のみならず消極的な反抗形態も含めて）が起き

るのはごく自然な道理であった。

そして全面的集団化と「階級としてのクラーク絶滅」が開始された１９３０

年には，農民の大規模反抗は大きくジャンプした。１９３０年の件数１３７５６は

対１９２９年比で１０．５倍，１９２８年比では１９．４倍に達した。１９２８-１９２９年の大

規模反抗が穀物調達や公租納付のキャンペーン過程での農民に対する権力側

からの抑圧に起因するものであったのに対して，１９３０年のそれが集団化と

クラーク清算を背景としているのはいうまでもない。大規模騒擾のピークは

１９３０年２月と春の数ヶ月であった。このとき，「集団化におけるいわゆる行

き過ぎの結果，実際には農村での暴力と無法の結果，農民の堪忍袋の緒が切

れて，ソヴィエト権力の反農民的政策に対する反抗が公然とした反コルホー

ズ的なものであるばかりか，しばしば反ソヴィエト的な蜂起の形をとるよう

になった」７６）。OGPU資料では，蜂起の鎮圧にはしばしば武力が用いられ，

９９３件の大規模騒擾においてはOGPU要員，赤軍部隊，警察，武装した共産

党員とコムソモール員によって制圧されたという。こうした武力衝突を伴う

７５）Ivnitskii, Repressivnaia politika... , s.９１．
７６）Ibid., s.９３-９４．
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ような農民の反抗が特に激しかったのは，ウクライナ，中央黒土州，北カフ

カーズ，ヴォルガ流域であった。１９３０年の大規模反抗で参加人数がはっき

りしている件数は１００７１件で，２４６８６２５人であった。これを踏まえて，イヴ

ニツキーは１９３０年の総件数１３７５６件は参加者総数にすれば３３６９７３０人にも

達するものであって，このような巨大な規模は内戦期にしかみられなかった

ことだとしている７７）。マクスドフによれば，この時期の武力衝突による双方

の犠牲者は数万の規模となったのではないか，そして「１９２９-３１年の集団化

のなかで［権力の側と農民の-引用者］双方の側における殺害による人口損

失は推計で１００千人となりうる」としている７８）。

農民の反抗にもかかわらず集団化は強行され加速された。１９２９年１０月１

日時点での集団化率は７．５％であったが，１９３０年１月２０日に２１．６％，２月

１日３２．５％に，そして２月２０日は５２．７％，加入経営数は１３６７５．９千に達し

た。わずか１か月間に倍増したのである７９）。もちろん，この数字の信憑性に

は大きな疑義がある。地方の党組織は全面的集団化の競争を中央から焚きつ

けられて，暴力や抑圧の行使にますます躊躇しなくなっただけでなく，集団

化データの水増しや「紙の上」だけのコルホーズ設立もあったことはよく知

られている。しばしば，コルホーズに加入した経営数がそこの農家総数を上

回ることがあったという８０）。状況が極度な緊張を強めるなかで，春の播種が

目前に迫っていた。スターリン指導部はこのままでは播種が崩壊しかねない

と判断したのだろうか，一定の妥協に転じたように思える。それが一方で

は，住宅付属地は集団化せずに，牝牛も１頭の個人所有を認めるという「農

業アルテリ模範定款」の改定と，スターリン論文「成功による幻惑」であっ

た。それらはともに３月２日付『プラウダ』に発表された。スターリン論文

は，集団化での「行きすぎ（peregiby）」を認めはしたが，その責任をすべ

７７）Ibid．
７８）Maksudov, Sergei, Pobeda nad derevnei:Demograficheskie poteri kollektivizatsii,

M., 2019, s.３７６．
７９）TSD Tom２, s.１１．
８０）Ibid.「紙の上」だけのコルホーズについては，なお奥田前掲書，１９７-１９８頁を参

照。
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て現地の党活動家に転嫁させるものであり，「自発性」の尊重はいったもの

の集団化それ自体の中止については何も言及されておらず，「すでに獲得さ

れた成功を確
�

保
�

し
�

それを今後の一層の前進のために計画的に利
�

用
�

す
�

る
�

こと」

を要求した８１）。この論文に続いて「軌道修正」にかんするいくつかの党の決

定が出された。しかし，肝心なことは指導部はいったんコルホーズに加入し

た農民が脱退することには何らの顧慮も払っていなかったことである。元

来，スターリンの集団化方針は目の前の工業化を推進するために農村に食糧

基地を確保するためであって，不安定な「小農民経営」を必要な技術的基盤

を整えて，農民の自発性にもとづいて大規模な経営に変革していくなどとい

うプランは持ち合わせていなかった（言葉や字面でそのような表現があった

にせよ実際にはなかったのは明らかであろう）。この局面でも，集団化の本

来の「意図」と農民の自然な志向である小農民経営の維持発展への根強い志

向との間にある根本的矛盾は，権力と農民の間の激烈な衝突となって発現せ

ずにかおかなかった。

３月２日にスターリン論文が発表され次第に農民に浸透すると，コルホー

ズ脱退のうねりがはじまった。３-４月の２ヶ月間で６０％の農民がコルホー

ズを脱退した。その結果，３月１日時点の集団化率５６％が５月には２３．６％

まで落ち込んだ。だが脱退申告をして種子，飼料，生産用具の返還を要求し

ても，当局は脱退を抑止しようとしてそれに応じようとしなかった。中ヴォ

ルガのある地区では，「全権代表は，脱退申告書を農民の眼前で引き破り，

七連発銃を引き抜いて殴りつけた。あるいは脱退申告書を提出した全員を逮

捕した。脱退要求者には種子，農具などの返却が十把ひとからげに拒否され

た。脱退を要求した中貧農が逮捕された」などなどという具合であった８２）。

スターリン論文を自分たちにとっての「自由のマニフェスト」だとうけとめ

た農民が，このような当局の態度にふたたび反抗の火の手をあげることに

なったのは想像に難くない。実際，スターリン論文発表によって農民の大規

８１）同上書，２０２２-２０３頁。強調はスターリン論文原文のもの。
８２）同，２１５頁。
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模騒擾は鎮静化したのではなく，１９３０年の農民の反抗のうねりは３-４月に

最高潮に達するのであった。３月だけで農民の大規模行動は６５２８件記録さ

れており，そのうち８０７件は武装部隊を投入して解散させなければならな

かった８３）。中ヴォルガ地方（krai）では，１９３０年３月に２２２件に達したがそ

れは１９２９年の１年間の発生数２１１件を上回っていた。このなかで農民の直

接行動は，ますます反ソ的色彩を強め（「ソヴェト権力をつぶせ！」），農民

の要求も多様化（選挙権剥奪者の選挙権の復活，クラークへの家屋の返却，

都市から送り込まれたすべての労働者の退去など）していた。そして，武力

的衝突の発生も例外ではなくなっていた８４）。１９３０年春に労農赤軍（RKKA）

からOGPUの部隊には，機関銃３７９丁，重機関銃搭載四輪馬車６１台，８８２１

丁のライフル銃，竜騎兵用軍刀４４９４本，手榴弾１５１４０個，臼砲６９門，対臼

砲手榴弾１８３９個，ナガン式連発ピストル４４５丁，３００万発以上の実弾，

AMO（モスクワ自動車）貨物トラック５５台，装甲自動車３台が引き渡さ

れた８５）。英国首相のチャーチルが１９４２年８月にモスクワで初めてスターリ

ンと会談したときのエピソードは有名だ。このとき，スターリンは農業集団

化時の農民との「闘争」をナチスドイツとの「戦争」に匹敵するかのように

語ったという８６）。スターリンのこのときの感慨はまさにこうした「事実」に

よって裏書きされたものだった。

（３）集団化の再開とクラーク清算の第二波

（ア）一時的「退却」と攻撃準備

１９３０年３月２日のスターリン論文の公表以降，クラーク清算と集団化を

柱とする農民への攻撃について，指導部のあいだに一定の混乱と動揺とため

らいが生まれた。スターリンによって集団化における「行き過ぎと歪曲」の

８３）Ivnitskii, Repressivnaia politika... , s.９５．
８４）奥田前掲書，２１６-２１８頁。
８５）Ibid., s.９８．
８６）ノーヴ（石井規衛，奥田央，村上範明ほか訳）『ソ連経済史』（岩波書店，１９８３

年）２０２頁。
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責任を一方的に転嫁された地方の下級幹部たちは法的，行政的に処罰された

（不完全な資料だが１９３０年６月６日までにロシア共和国で責任を問われたも

のは１０８３２人，そのうち処罰，処分を受けた数４９９８人であった。だが，実

際に処分に服したものは７４３人としている８７））。

しかし，コルホーズを脱退するものに対しては，春の播種がおわると，ア

ルテリ模範定款をたてに土地の返還には応じず，不可分フォンドに組み入れ

られていない出資分は経済年度末になってしか戻されなかった。７月の第１６

回党大会では，「中央委員会の１月５日付決定が予測した集団化率は経験に

よって完全に確かめられた」８８）と正当化し，その水準を維持しようとした。

１９３０年夏までの集団化をまとめた政府文書８９）によれば，集団化率の増加と比

較してコルホーズの播種面積の増加率がはるかにまさったのは，「コルホー

ズへ向かう中農大衆のいっそう強力な運動」があったことを証明するものだ

としている９０）。ここには１９３０年夏にかけて３００千以上の農民がクラーク清

算され，その資産と土地がコルホーズに引き渡されたことがまるで考慮され

ていない。しかるべくそれを踏まえるならば，「コルホーズに引き入れられ

た中農経営による播種面積の実際の増加分はこの文書が結論づけたものより

も低かった」というのが真相である９１）。また，ある意味で当然なのだが，こ

の文書では集団化のなかでの行き過ぎ，暴力，強制の問題についても何ら言

及されていなかった。

スターリン指導部は集団化を決してあきらめてはいなかった。それはまず

７月２５日付政治局の１９３０／３１年度統制数字にかんする指令においてあらわ

れた。すなわち，そこではやや慎重な言葉遣いで，農業の再編計画は「集団

化の実現可能な成長から出発する」必要があるとして，主要な穀物地区６５-

８７）TSD Tom２, Dokument No.１７５, s.４８０．
８８）R. W. Davies, Stephen Wheatcroft, The Industrialisation of Soviet Russia,

Volume 5:The Years of Hunger:Soviet Agriculture, 1931-1933. Basingstoke:
Palgrave,２００４., p.１．

８９）TSD, vol.２, Dokument No.１８６
９０）Ibid., s.５０４.
９１）Ibid., s.２３.
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７５％，他の穀物地区は３５-４５％，消費地区及びその他辺境地区１５-２０％な

どと集団化の目標が定められた９２）。また元来，農業の集団化は農村・農民を

工業化推進のための「穀物供給基地」とするためにもくろまれ，都市と工業

に必要な穀物を農村から徹底的にとりあげる穀物調達と表裏一体に進められ

たものである。この時期もそれは何にもまして貫かれた。すなわち，１９３０年

は天候にも恵まれて穀物の収穫は順調にすすんだ。収穫高の公表推計値は後

になるにつれて低下していった（１９３０年９月の８８百万トンから１９３２年の

７７．２百万トンへ）が，「最低の数字でも革命後の記録的収穫となった１９２６

年に匹敵するものであり，１９２７-１９２９年の収穫より５百万トン高かった」９３）。

楽観的な収穫の見通しのうえに，収穫が本格化する７月にまず約２３百万トン

という前年１９２９年を７百万トンも上回る野心的な調達計画が承認された９４）。

その後９月になって調達計画はさらに引き上げられ，調達期間も圧縮され

た９５）。現実の収穫高は当時公表された数値より低かったが，調達の目標はそ

れに合わせて引き下げられることはなかった。そのために，農民の手もとに残

されるはずの穀物は収穫高が１９３２年に公表された数値だとすれば，当初見

込まれた６５百万トンではなく５４百万トンでしかなく，それは１９２９年の５６百

万トンをも下まわることになったはずだ。「こうして収穫の増加分全部とそ

れにプラスしてさらに２百万トンが農民から取り去られたかもしれない」９６）。

９２）Ibid., Dokument No.１９９, s.５４８.
９３）R. W. Davies, The Industrialisation of Soviet Russia, Volume 1:The Socialist

Offensive:The Collectivisation of Soviet Agriculture, 1929-1930. Cambridge,
MA:Harvard University Press, 1980.，p.３３７.

９４）Ibid., p.３４５.
９５）９月１３日，政治局の特別会議において調達目標をさらに約１００百万プード（お

よそ１６０万トン）引き上げること，調達は主要穀物地区において１１月末までに
完了させることを決定した（TSD Tom２, Dokument No. ２２４, s. ６１２. ）。スター
リンはその決定にかんするモロトフからの打診の電報に対してただちに同意する
旨を返信をした（Ibid．）。１５日には中央委員会が開かれ，そこで計画目標の引き
上げが決定されたが，それは新聞紙上に公表しないとされた（Ibid., s.６３２．）。

９６）Davies, op. cit, p. ３４９．なお，デイヴィスとウィートクロフトの後年の研究によれば
１９３０年の収穫の推計は次のようになっている［Davies, Wheatcroft, op. cit., p.
４４８．］。収穫高：７３-７７百万トン，調達量２２．１百万トン，残余（農民の手もとに
残された量）５１-５５百万トン，したがって調達率（収穫高に対する調達量の比
率）は３０．２-２８．７％であった。

「資本の本源的蓄積」とソ連／ロシア（下）-２ ３５



（イ）１９３０年秋の穀物調達

本格的な調達活動に先立つ時期に権力側からの議論には，「確定した供出

ノルマを超過する社会化部門の生産物の余剰を私的市場に送出することはコ

ルホーズ運動の理念そのものを傷つけるものだ」として，「商品化」する穀

物の全量を国家に引き渡すべきとするものがあらわれている。もし農村の市

場で穀物の取引がおこなわれるとすれば，それは一方でコルホーズ農民が

「個人主義的心理を捨てていない」ことであり投機的な価格に引きつけられ

たものである。コルホーズによる市場での穀物販売は「クラークへの直接的

支援」なのであり，彼らは「都市と農村の間の計画的な生産物交換」に反対

して市場の自然発生性を維持しようとしている。他方では，それは供出ノル

マが実際の商品化率を下まわっていることを示すのだからノルマをもっと引

き上げるべきだという９７）。個人農も，つい昨日までふつうの農民だったコル

ホーズ農民も，生業を維持するために自己の生産物をどれだけを自家消費に

残し，どれだけを市場で商品化し貨幣に換えて，自己に必要な物資を購入す

るかといった小農民経営，小商品生産者としての経営的意思決定を長期にわ

たる牢固とした伝統慣習として身につけている。商品化の余地を許さないと

する権力の対応は，農民の自己の経営に対する意思決定の最後の一片まで破

壊しようとすることだった。そして，それによって穀物を徹底的に搾り取ろ

うとしたのである。

９月１３-１５日の調達目標の大幅な引き上げ決定直後に，コルホーズと個人

農民のあいだで調達目標の組み替えが行われた。すなわち，コルホーズに対

する要求を減らして，代わって個人農に対する要求を引き上げるというもの

だ９８）。デイヴィスの試算によれば，この組み替えによって，当初目標２３．２

百万トンのうちソフホーズ分を除いて，コルホーズは１０．１から７．０へ減っ

て，個人農は１１から１４．５百万トンに引き上げられることになる９９）。だが全

９７）Davies, op. cit, p.３４６-３４７.
９８）Ibid., p.３５６.
９９）Ibid.
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体目標の引き上げが公表されないのと同様に組み替えも明らかにされなかっ

たようである。しかし，個人農への圧力は徐々に強まった。先の９月１５日

の中央員会決定では，最短期間でクラークや富農層に対して確定課題を遂行

させるべきこと，その場合，確定課題を受け取るクラークや富農層を割合を

地方（州）でおよそ４-５％とし，その際に個々の地区では７％を超えない

範囲で若干の引き下げもしくは引き上げを指示している１００）。より重い負担を

富裕な農家に負わそうとするものだが，すでに１９２９-３０年冬の第一波ク

ラーク清算でこうした階層は農村から追放されるないしは逃亡することで激

減していた。例えば，中ヴォルガ地方のクラーク経営の割合は平均で０．６％

であり，クラーク経営に課せられた確定課題が年間供出義務全体に占める割

合は２．５７％であった。地区によってはクラークが全く存在しないとされた

ところもあった。こうした現状に徴して，この指示は「大量のクラークを追

加的に見いだすべき義務を地方に課した」ことになる１０１）。この結果は，穀物

調達におけるまたもや非常措置以来の「常套手段」，すなわち刑法諸条項

（とくに第６１条）の濫発による農民弾圧の強化であり，自然発生的な「ク

ラーク清算」の横行であった。調達が緊張度を加えた１９３０年１０月の中ヴォ

ルガのオレンブルグ市では，「穀物を供出しなかったクラーク経営，すべて

の供出義務をはたしたことを証する証明書（kvitantsiia）をもっていないク

ラーク経営に一日以内に刑法第６１条を適用し，穀物，家畜，農具，建造物

等の全資産を没収するように［市権力は］指示した。穀物調達に抵抗すれば

即刻裁判にかけるようそれは指示した。これは前年の型の完璧なクラーク清

算であった。（中略）この時点までにクラーク経営（より正しくは確定課題

を課せられた経営）からの穀物の没収はほとんど全面的に完了していた。家

畜，飼料，農具，家も没収され，彼らは強制労働へと村の外に追放されてい

た」のであった。１０２）このオレンブルグでは予定収量が過大に見積もられて調

１００）TDS Tom２, Dokument No.２２７, s.６３４.
１０１）奥田前掲書，２６５-２６６頁。
１０２）奥田同書，２７３頁。
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達計画が実際の収穫の１８０％もの大きさに膨れて，「もはやオレンブルグ地

区では最小限の食糧，飼料，備荒用の予備も没収するところまできた」とい

われた１０３）。このことは結局，１１月末にスターリンが直々にオレンブルグの

計画を引き下げることに同意して修正された１０４）。たしかに奥田の指摘するよ

うに，「まだこの時期にはこのような計画の途中変更がありえた」１０５）わけだ

が，こうしたむちゃくちゃな収穫予想とそれにもとづく力ずくの調達はオレ

ンブルグが例外なわけではなかった。スターリンは１２月初めにはウラルに

対して追加の調達目標を８百万プードから４百万プードに減らすことに同意

したとする電報を送っている１０６）。

１２月末までの調達実績は計画の８７．４％であり，ソフホーズを含めた「社

会化」部門は計画１２百万トンに対して８．７百万トンどまりであったが，個

人農部門は当初計画１１．１百万トンに対して１３．５百万トンの実績となっ

た１０７）。そもそも１９２９-３０年冬のクラーク清算を通じてコルホーズは新たに

獲得した土地面積が増加したにもかかわらず（播種面積でコルホーズ員農家

当たりで個人農家より７０％増し），収量は思わしい結果をあげられていな

かった。そのため，当局は個人農部門の収穫が高いことを証明しようと躍起

になっていた１０８）。OGPUの秘密報告によれば，西シベリアでは１２月５日ま

でに調達は計画の７９．７％で，コルホーズ６３．６％，ソフホーズ６８．２％なの

に対して個人農は９５．３％の達成であった。社会化部門が個人農に対して立

ち後れている原因は以前と同様だとして次のような点をあげている。すなわ

ち，労働力と牽引力の不足が脱穀や調達地点への搬出を遅らせていること，

晩生の播種が部分的に死滅したこと，計画が非現実的だったこと。いくつか

のコルホーズでは，適時に脱穀されず杜撰な管理のために穀物が傷みはじめ

１０３）同上書，２７６頁。
１０４）TSD Tom２, Dokument No.２５９, s.７１０.
１０５）奥田前掲書，２７６頁。
１０６）TSD Tom２, Dokument No.２６０, s.７１０.
１０７）Davies, op. cit., p.３５９.
１０８）Ibid., p.３４８,３５０.
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た，ことなどが指摘されている１０９）。つまり，個人農部門がとくに生産性が高

かったわけではなくコルホーズの生産管理が杜撰だったということであっ

た。結局のところ，コルホーズは播種面積の拡大，その後の調達計画のコル

ホーズ負担の軽減と個人農負担強化の組み替えなどにもかかわらず，まとも

な「成果」をあげることができなかったことを示していよう。

１９３０年の冬から春への大混乱を招いた集団化は，７月の政治局で集団化の

目標数値を決定した後はある程度の「慎重さ」をもって進められていた。穀

物の記録的な豊作のおかげもあって秋の調達は対前年比較で６百万トンも多

い２２．１百万トンと空前の規模になったが，しかしそれでも目標には届かな

かった。他方で，都市と工業における穀物需要は逼迫の度を加えつつあっ

た。

都市部におけるパンの配給制はすでに１９２９年に導入されていたが，１９３０

年７月には食肉の全連邦的規模での配給制が導入され，それらが同時に主要

各都市に広がっていった。「商業の品揃えは非常に狭くなり，いわゆるノル

マ化された商品のリストだけになった。このリストには生活に非常に重要な

次のような生産物が入っていた。すなわち，パン，食肉，魚，挽き割り，植

物油，砂糖である。チーズ，ソーセージ，凝乳，キャンディ，サワークリー

ムなどそのほかのノルマが設定されていない生産物は，協同組合で何週間も

何ヶ月もなくなっていた。店頭に出てきたときには同じようにノルマで販売

された」１１０）。都市への穀物の供給についていえば，１９３０／３１年には対前年比

で２１．７％増大して，７．４７百万トンから９．０９百万トンに増えた１１１）。労働者

は質の悪さを問題にしないのであれば，黒パンの供給が日に６００-８００グラ

ムあったという１１２）。上記のような穀物供給の増加は，パンの配給を大幅に引

き上げることはなかったとしても，計画された都市人口の増加には対応でき

１０９）TSD Tom２, Dokument No.２６９, s.７４９.
１１０）Osokina, Elena, Za fasadom “stalinskogo izobiliia” :Raspredelenie i rynok v

snabzhenii naseleniia v gody industrializatsii. 1927-1941. M., ROSSPEN, １９９７.,
s.７６.

１１１）Davies, op. cit., p.３６０.
１１２）Osokina, op. cit., s.７７.
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るとされた。しかし，加速する工業化は雇用者数を計画をはるかに上回るテ

ンポで増やし続けた。その結果として穀物供給が大きな圧力を受けるのを回

避するために，優先度の高い工業部門やその労働者が配給を受けられるよう

にするために，それ以外の都市や労働者や住民，そして農村と農民も配給か

ら除外されたり，より低級の配給に移されたりした。「国家的配給の乏しさ

は貧困のヒエラルキーを創り出した」のである１１３）。

こうした状況にあって，スターリン指導部は「穀物供給基地」を安定的に

創出することは，工業化ドライブを貫徹するためにますます猶予ならない課

題だと考えたことだろう。それというのも，１９３０年秋の集団化はきわめて

遅々とした進行であり，１９３０年９-１１月はソ連全体として２１．４％から

２４．６％へ伸びたに過ぎなかったからである１１４）。同年１２月の中央委員会総会

は，１９３１年中に，主要な穀物地区（ウクライナのステップ地域，北カフ

カーズ，下及び中ヴォルガ（ザヴォルジエ地方））では農民経営の少なくと

も８０％，その他の穀物地区（中央黒土，シベリア，ウラル，ウクライナの

森林ステップ地域，カザフスタンの穀物地区）では５０％など，ソ連全体と

して農民経営の少なくとも半分を集団化する目標を設定した１１５）。これは７月

の同総会で決定した集団化率より高いテンポであり，７月決定にはあった

「集団化の実現可能な成長から出発する」必要といったある程度慎重な言い

回しは消えていた。また，主要な穀物地区においては全面的集団化ととも

に，「階級としてのクラークの絶滅」も基本的に完了するものとされた１１６）。

集団化の再開はそれを推進する最大の槓桿であるクラーク清算の新たな波を

必然的にともなうものであり，農村に暴力と脅迫の嵐が吹き荒れるにまかす

ことであった。

１１３）Ibid., s.７８.
１１４）TSD Tom２, s.２７.
１１５）TSD Tom２, Dokument No.２７３, s.７７３.
１１６）Ibid., Davies, Wheatcroft, op. cit., p.２.
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（ウ）集団化の再開とクラーク清算第二波

コルホーズに加入する動きのピークは１９３１年３月の最後の旬間と４月の

最初の旬間であり，それぞれ６０万を超える農家が加入した。結局，１９３１年

の最初の３か月で約４百万戸がコルホーズに加入し，４月及び５月にはさら

に２．５百万戸が加入した。集団化率は５月１日までにソ連全体で４８．６％に

達した（表８参照）１１７）。コルホーズ加入にあたっては自発性原則を守ること

が公式には繰り返し強調されてはいた。また，すでに設立されているコル

ホーズからコルホーズ員が新しいコルホーズ創設を援助する試みもなされは

した。しかし前年同様に，一方で目標達成を競わせるようなキャンペーンが

展開された。他方では，前年に都市の労働者を農村で恒久的に活動させるた

めに大量に送り込んだ「２５０００人」運動の再現として「２００００人」運動が打

ち上げられた。こうした労働者や党と政府の職員が長短の期間にわたって農

村に押しかけて強力に推進したのであった１１８）。

第一波の集団化が共同体の集会（スホード）の決定がもつ「拘束力」をテ

コに推進されたとすれば，第二波のそれはいまだコルホーズに加入しない個

人農への圧力が強く加えられた。主な圧力として，農業税などの課税公課，

分与地の配分，厳しい穀物調達と一体となっての種籾の「社会化」，「経済的

ボイコット」などがあげられる。

１９３０年７月７日の人民委員会議決定において単一農業税は個人農に対し

て１５％引き上げられ，「個人的手続きで」課税される，したがってクラーク

経営とみなされて課税される農家はソ連全体して総数の３％とされた１１９）。し

かしすでに中ヴォルガの状況に関連して述べたように，クラークの経営数は

第一波クラーク清算で大幅に減少して今では１％を下回るほどでしかないは

ずであり，したがって，個人的手続きでの重い負担が中農の一部にも及ぶこ

とを意味したのである１２０）。政府はクラーク経営の指標を新たに定めようとし

１１７）Davies, Wheatcroft, op. cit., p.４.
１１８）Ibid., p.５-６.
１１９）Ivnitskii, Repressivinaia politika. . . , s.７８-７９.
１２０）Ibid.
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たがうまくいかなった。結局，１９３０年１２月２３日付決定において，現地ソ

ヴィエトが「現地の条件に合わせて」自分でクラーク経営の指標を定めるよ

うに指示されたのである１２１）。この結果，以前はそれなりに存在したクラーク

と裕福な農民層（zazhitochnye sloi krest’ianstva）との間の社会的境界がま

すます曖昧となって資産状態の違いのみがクローズアップされる。１９３０／３１

年度，年間収入５００ルーブルの富裕な農民に対する税率は２０％，６０００ルー

ブルを超えるものに対しては７０％と定められた。これにほぼ同額の自己課

税や「農村地区における経済および文化建設に対する臨時徴収」などをあわ

せるならば，富裕農民に対する課税総額は年間収入の６０～１６２％に達したと

いう１２２）。さらに，１９３０年１２月１７日の政府決定では資産を処分しても税の

納付が不足する場合は，強制労働の義務が課せられるとした１２３）。イヴニツ

キーはこのような課税政策を，直接のクラーク清算とコルホーズへの加入を

刺激するものだとしている１２４）。しかし，デイヴィスは１９３０／３１農業年度にお

ける農村の収支などの分析を通じて，租税以外の支払いも合わせて考えると

個人農とコルホーズ員の負担はさほど変わらないし，個人農は農業以外の稼

ぎを得る可能性もあるとして，次のように述べている。「金銭面では，財政

的措置はそれ自体としては個人農をコルホーズに誘う手段としては非効率で

あった。クラークに分類される，それゆえに偏った課税に従わせられるとい

う不断の脅しこそが，疑いもなく多くの中農をしてコルホーズに加入しない

でいるのは賢明ではない，と結論づけさせることになった」１２５）。あえて付言

するならば，この集団化においては，農民にコルホーズ加入を「経済的利

益」の観点から判断させるという前提が実態においてほぼ存在していないと

いうことが重要なのではあるまいか。脅迫と暴力，「クラーク」というレッ

テル貼り（そして「クラーク清算」）こそがコルホーズへと農民を追い立てた

１２１）TSD Tom３, s.１１.
１２２）Ivnitskii, op. cit., s. ８４．なお，個人的課税については，奥田前掲書，xii頁およ

び３１２-３１３頁を参照。
１２３）TSD Tom２, No.２７０, s.７６１-７６２.
１２４）Ivnitskii, op. cit., s.７９.
１２５）Davies, Wheatcroft, op. cit., p.９-１０.
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のであり，これはイヴニツキーもデイヴィスもともに認めるところであろう。

その上で，デイヴィスは「土地分与」がより効果的に作用したとする。当

局は一応はコルホーズと個人農のあいだで差別的扱いがあってはならないと

表明していた。だが，実際には個人農が不利益をこうむる解釈が許容される

ものであり，現実にそれが横行していた。ロシア共和国の農業人民委員部

（ナルコムゼム）の１９３１年４月３０日付指令では，コルホーズと個人農に分

与される土地量の平等を記しながら，個人農が土地を無計画に

（khishchnicheski）利用したり，直接の目的に沿わない形で利用するのなら

ばコルホーズに移すことができるといった規定を追加していた。地方当局は

これを口実として個人農の土地を差し押さえることができたのである１２６）。例

えば全面的集団化が進んだところでは，村に近い優良な土地をコルホーズが

得て，「個人農はすでに耕作できないほど遠い，劣悪な土地があたえられ」，

その土地が「『気にいらなければコルホーズに入れ』と言われた」という１２７）。

それでも，個人農が自己の経営の存立にとって最も大きな脅威とみたのは

なんといっても「クラークというレッテル貼り」であり，その結果，クラー

ク清算されて自分もしくは家族ともにソ連の僻遠の地に移住させられるかも

しれないということであろう。この脅迫の「効果」は，OGPUの秘密報告に

おいて，例えば下ヴォルガや中央黒土地方では，１９３１年３月及び４月のク

ラークの追放後にコルホーズ加入の「関心が高まった」という具合に述べら

れている１２８）。ここに集団化においてクラーク清算こそが最大の槓杆であった

ことが明瞭に表れている。

これとの関係で，第二波のクラーク清算の特徴を，地方の現実（中ヴォル

ガ地方）に徴して３つの点からまとめた奥田央の議論１２９）をもとに整理する。

むろん，１９３１年のクラーク清算の特徴，前年のそれとの違いというのは両

１２６）Ibid., p.１０-１１.
１２７）奥田前掲書，３３４頁。
１２８）Davies, Wheatcroft, op. cit., p. １３., TSD Tom３, Dokument No.３０, s. １０３, No.３５,

s.１１８.
１２９）奥田前掲書，３１２-３２２頁。
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方に共通性があることを前提としている。それをデイヴィスは，上で述べた

クラーク清算の本質的特徴（集団化推進の最大の槓杆としての役割）とは別

に，地方当局のイニシアティブで進められたこと，集団化の進展と符節を合

わせておこなわれたこと，遠隔地への大量追放はOGPUが実施し中央が立案

したこと，などの点として挙げている１３０）。

奥田の指摘する第１の特徴は，「現在の実体としてのクラークの指標が立

法的にも事実上の意味を失ったこと」１３１）であり，過去の経歴が問題視されて

クラークとされることになった。反革命に加わった過去や従順でなかったこ

とがあからさまにクラークに結びつけられるようになった。すでに述べたよ

うに，単一農業税課税に際して地方の条件に合わせてクラークを規定すると

したことでクラークと富裕な農民との区別が曖昧となって，個人手続きでの

課税の不払い，「確定課題」遂行の拒否，コルホーズへの加入の忌避などが

クラークだと認定する基本指標となっていた１３２）。だがこれでも不十分とされ

て，経済的と同時に「政治的なクラーク」（？）をクラーク清算の対象とす

るようになったといえる１３３）。あらためて述べるまでもなく，クラークなる農

民は農村における資本家階級であって，社会主義と相容れない階級敵とされ

た存在であった。だが，かりにクラークが「資本家」＝「階級敵」だとして

も（もちろん，歴史的現実においてそのような社会的階級的規定は限りなく

根拠薄弱だったが），そもそも社会的関係における「敵対性」とは「個人的

敵対という意味ではなく，諸個人の社会的生活諸条件から生じてくる敵対と

いう意味」である１３４）ことはマルクス主義のもっとも初歩的理解のはずであ

る。すなわち，社会的関係の改造こそが必要なのであって，個々の人間を敵

としてこれを「抹殺」することに意味があるのではい。それだのに，ここに

あるのは，もはやクラークなる社会的諸条件から出てくるかもしれない客観

１３０）Davies, Wheatcroft, op. cit., p.３８.
１３１）奥田前掲書，３１２頁。
１３２）TSD Tom３, s.１１.
１３３）Davies, Wheatcroft, op. cit., p.２３.
１３４）マルクス「『経済学批判』への序言」大月国民文庫版，１７頁。

「資本の本源的蓄積」とソ連／ロシア（下）-２ ４５



的規定の最後の一片もかなぐり捨てた，ただむきだしの属人的なレッテル貼

り，その社会的スティグマ化，社会的抹殺でしかない。

第２の特徴は，「追放される『第二カテゴリー』のクラークを追放先にお

ける労働力として明示的に設定したことである」１３５）という。１９３０年８月２８

日付OGPUの総括的報告によれば（表９参照），すでに第一波のクラーク清

算によって追放された者たちもシベリアなどで鉱山開発などに従事させられ

ていた（追放された者たちの「労働利用」については続稿で扱う）。ただ，

奥田は１９３０年のクラーク清算から労働能力者の存在を考慮することが一貫

していたとはみておらず，この第二波で明示化されたとしている１３６）。

１３５）奥田前掲書，３１８頁。
１３６）同上。

組織名称（農業を除く） 世帯 人数

ソユーズゾロト２） ２９８２ １８３７２ （極東地方、アルダン、及
びシベリア）

セヴェロレス３） ３４５００

コミレス３） ５００００

ＴＬＯ北部鉄道 ３５００ 北部地方

ストロイオトデル４） １５００

ヴォルガカスピーレス３） １０５００ 北部地方及びウラル

カムウラルレストレスト３） １２２００

ウラルメト５） ７５００ ウラル

ルイブトレスト６） ３０００

ウラルウーゴリ７） ５００

トレスト「アパチト」８） ７４７ ３２１４ レニングラード軍事管区の
ムルマンスク

農業 その他残余

［表９］ 追放された第２類クラークが引き渡された経済組織１）（１９３０年８月２８日）

（訳注）
１）原文では表の下に、さらに手配中の経済組織、引渡予定のクラーク数の記載があるが省略
した。

２）金採掘、３）木材調達、４）建設、５）冶金採掘、６）漁業、７）石炭採掘、８）燐灰
石採掘
（出所）TSD Tom 2, Dokument No. 217, s. 594.
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１９３１年２月２０日付政治局決定「クラークについて」は，１９３０年春以来の

全国的規模でのクラーク清算に関する決定となったものだが，ここで次の半

年間で１カ所当たり２００-３００世帯を収容する１０００カ所の「クラーク居住

区」を主にカザフスタンに建設することが決定された１３７）。しかし，３月２０

日の政治局決定で，カザフスタンに追放されるべき世帯数は下方リミットの

２０万ではなく１５万とされた。この移送される１５万世帯は，主に石炭，銅，

鉄鉱などの鉱山や鉄道建設，そして農業に従事するとされた。また，西シベ

リアの北方地区に追放予定の４万世帯は農業と木材伐採と運搬に用いられる

とした。ところが２か月後の５月２０日の決定では，１９３１年中にカザフスタ

ンへ移送される数が大幅に減らされることになり（５６０００世帯へ），他方で

ウラルに５５０００世帯を移送させることとした。結果として，２月に決定した

２０万-３０万世帯の追放は半分ほどの１１万世帯止まりとなった１３８）。その後７

月１０日の政治局決定では，強制移住を担当するアンドレーエフ委員会の提

案にもとづいて，「クラーク清算された」家族を工業と建設の諸企業の要請

に応じて安価な労働力として配置することにした１３９）。しかし，大量のクラー

ク清算者の追放が決定されたものの受け入れ現地での準備はまったく整って

おらず，そのために追放者はきわめて過酷な状況（粗末で不潔な住居，食糧

配給の不足，飲料水にも事欠く，チフス・腸チフスなど感染症が多発する，

農作業などの道具もないなど）におかれた。このような状況下で７月２９日

には西シベリアのナルイムで収容者の暴動が起きている１４０）。

奥田の指摘する１９３１年のクラーク清算の第３の特徴は，「１９３０年のそれ

とは異なって，コルホーズに加入していない個人農ばかりでなくコルホーズ

の内部にいるコルホーズ・メンバーにも適用されたこと」である。これは集

団化が完了近くになった段階で，クラーク絶滅，穀物調達をはじめとする重

１３７）TSD Tom３, Dokument No.１８., s.９０, Davies, vol.５, p.３１.
１３８）Davies, Wheatcroft, op. cit., pp.３５-３６.
１３９）TSD Tom３, Dokument No.５１, s.１４９-１５１.
１４０）Davies, Wheatcroft, op. cit., p. ４２．この事件についてはもう少し立ち入って続

稿において扱う予定である。
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要なキャンペーンに対して何らかの敵対的な意思表示をしたコルホーズの

「粛清」をはかったものといってよいだろう１４１）。こうした形の「クラーク清

算」はその後の１９３１年末から１９３２年初頭もかけてもおこなわれたという。

「『かつてクラークであったわけでもなければ，いまクラークであるわけでも

ないコルホーズ員』がコルホーズから除名され」，ただちにその場でクラー

ク清算された１４２）。「階級としてのクラークの絶滅」という命題は，「農村にお

ける階級闘争」の最大の焦点であるかのように喧伝されたが，このように明

確な規定も事実根拠も示されないままその対象を拡大，拡散させていった。

最後に，１９３０-１９３１年のクラーク清算の統計的まとめを主にデイヴィスの

研究によりながらおこなっておく１４３）。

１９３０年１１月１７日付OGPUの秘密報告によれば，第１類クラークは１９３０

年１月１日から４月１５日までに１４０７２４人逮捕された。だが，３月のスター

リン論文の公表後集団化が一旦停止を余儀なくされ，第２類クラークの遠隔

地への移送も中断していた間も，第１類クラークの逮捕は続いていた。４月

１５日から１０月１日までにさらに１４２９９３人が逮捕された１４４）。第１類クラー

クは逮捕されるとトロイカという「法廷外の」審理体制によって「即決裁

判」にかけられたわけだが，これによって１９３０年に死刑（vysshaia mera

nakazaniia）に処せられたのは１８９６６人で，トロイカで裁かれた総数１７９６２０

の１０．６％であった１４５）。１９３１年もこうした「略式」の逮捕，審理による極刑

は，第一波より相当減った（９１７０人）とはいえ続いた（表１０参照）。

第２類のクラークは，家族及び第１類クラークの家族と合わせて，出身地

から強制移住をさせられることになっていた。１９３０-１９３１年に総計で

３８１０００世帯，１８０３０００人が強制移住をさせられた（表１１参照）。このうち

７０％（２６８０００世帯，１２５２０００人）が１９３１年の第二波クラーク清算期間中に

１４１）奥田前掲書，３１９頁。
１４２）同上書，３２２頁。
１４３）Davies, Wheatcroft, op. cit., chap.２.
１４４）TSD Tom２, Dokument No.２５８, s.７０４.
１４５）TSD Tom２, Dokument No.２７９, s.８０９.
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（単位 世帯数１））

１９３０－１９３１年の
総数

１９３０年
１２月１０日までの

強制移住

１９３０年
１２月１０日以降の
強制移住２）

北部州
レニングラード州
西部州
モスクワ州
イワノヴォ工業州
ニジニ＝ノヴゴロド州
中央国土州
ウラル
中ヴォルガ
下ヴォルガ
北カフカース
シベリア２）

極東
カザフスタン
バシキール
タタール自治共和国
クリミア自治共和国
ウクライナ共和国
白ロシア共和国
ザカフカース共和国
中央アジア
合計

３０６１
８６０４
７３０８
１０８１３
３６５５
９１６９
２６００６
２８３９４
２３００６
３０９３３
３８４０４
６８１５９
２９２２
６７６５
１２８２０
９４２４
４３２５
６３７２０
１５７２４
８７０
６９４４

３８１０２６

６１
６００
０
０
０
０

８２３７
１４１７９
５８７３
７９３１
１０５９５
１６０２５
４４７
１２６５
０

１６０５
３１７９
３１５９３
１１０７９

０
１５９

１１２８２８

３０００
８００４
７３０８
１０８１３
３６５５
９１６９
１７７６９
１４２１５
１７１３３
２３００２
２７８０９
５２１３４
２４７５
５５００
１２８２０
７８１９
１１４６
３２１２７
４６４５
８７０
６７８５

２６８１９８

［表１１］ クラーク抑圧の規模（第２類クラーク）

１）引用元では単位が「千世帯」となっていたが印刷ミスと判断して訂正した。
２）異説として合計数２６５７９５。この場合、ニジニ＝ノヴゴロド州８６５７、ウラル１２０００、極東２８０８
となる。

３）１９３０－１９３１年の総数において、西シベリアは５２０９１であった。１９３０年にシベリアは１つの
地域とされていたので分割はできない。ただし、１９３１年については、西シベリア４３０５７、東シ
ベリア９０７７、合計５２１３４であった。

（出所）Davies, Wheatcroft, op.cit., p. 490.

有罪

死刑

死刑
死刑のうち
「トロイカ」
による判決

１９２６年 １７８０４ ９９０
１９２９年 ５６２２０ ２１９０
１９３０年 ２０８０６９ ２０２０１ １８９６６
１９３１年 １８０６９６ １０６５１ ９１７０
１９３２年 １４１９１９ ２７２８
１９３３年 ２３９６６４ ２１５４

［表１０］ 保安機関によって有罪とされた数

（出所）R. W. Davies and Stephen G. Wheatcroft, The Years of Hunger:
Soviet Agriculture, 1931-1933, The Industrialisation of Soviet Russia 5,
N. Y., 2004, p. 38.
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移住させられている１４６）。追放（移送）については上でも触れたように，受け

入れ現地の準備不足のために計画の変更や中断が起きたし，ナルイムでの暴

動で表面化したように各地の居住地で移住者たちは塗炭の苦しみを強いられ

た。強制移住させられた残りの３割は出身地の地方（krai）内部のいずれか

に移された。とはいえ，シベリアやウラルといった地方ではその内部といえ

ども人間の居住には不適であるような気候の厳しい僻遠の地が広がってい

た。

第３類のクラークの追放は現地機関によって実施されたが，この際に「し

かるべき登録」がおこなわれなかったために情報が断片的にしかないといわ

れる１４７）。デイヴィスは地方のアーカイヴスにもとづいた研究が待たれている

分野だと指摘している１４８）。ここでは奥田の中ヴォルガについての研究を参照

しよう１４９）。１９３０年冬の第一波のクラーク清算において，第３類クラークは

「クラーク村」に追放するべきとされ，その場所としては，「もっとも劣等な

土地，鉄道や工場的企業，ソフホーズから遠く離れた地点」とされ，特別に

任命された全権代表の監督下におかれて，農業に従事するとともに，「森林

伐採，道路建設，立哨の組織などに広汎に利用する」とされた１５０）。しかし，

現実には第３類のクラークの追放は「しっかりとした組織性を帯びていな

かった」という１５１）。ソ連中央がこのクラークについて明確な指示を与えな

かったこと，「村」を組織するには住居建設が必要だったがそのようなこと

ができない地域も多く，追放された地に到着しても住居がない状態に置かれ

た農民が「穴居」を掘った例もあった。また追放されるべき「土地」も決ま

らなかった者たちが乞食や略奪をして村から村を渡り歩くという放浪者グ

ループが各地に出現したという１５２）。イヴニツキーによれば，不完全なデータ

１４６）Davies, Wheatcroft, op. cit., p.４６.
１４７）Ivnitskii, Sud’ba raskulachennykh v SSSR, s.６８.
１４８）Davies, Wheatcroft, op. cit., p.４７.
１４９）奥田前掲書，１４５-１４９頁，３９３-３９６頁。
１５０）同上書，１４６頁。
１５１）同上書，１４９頁。
１５２）同上書，１４７-１４８頁。
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ながら１９３０年８月までに，中ヴォルガでは管区や地方の内部で５５１０世帯

（２７６６１人）が転住した（pereseleno）１５３）。ここでは１９３１年冬に続いて同年

秋に再びクラーク清算が実施され，このなかで「２５００のクラーク家族のク

ライ内移住」措置がおこなわれ，「クラーク村」でその地域の工場や建設現

場での強制労働に従事するとされた１５４）。現地資料の発掘によって，その後

（１９３７年）「クラーク村」の者たちはその多くが，第２類クラークのように

地域の外，遠隔地に移送されたことがわかっている。また，監視が弱まった

隙を狙っての逃亡が相次いだという。そうした結果，すでに有名無実化した

「クラーク村」があることをふまえてこれを廃止できる，旧クラークはコル

ホーズに加入できるとしたところもでてきた。だが時あたかも「大テロル」

期で，「クラーク村」をめぐるこうした対応が粛清のきっかけにもなったよ

うである。結局，「クラーク村」からの逃亡者の発見の指示が出され，コル

ホーズ員となっている場合は除名されたという１５５）。

以上のように，１９３０年，３１年の農業の集団化は国家権力のむきだしの暴

力が荒れ狂った「階級としてのクラークの絶滅」を決定的槓杆としてしゃに

むに推進されたのだった。この地点から見るならば，フィッツパトリックの

いう，集団化が「農民をコルホーズに駆り立てただけではなく，農村から追

い立てるものであったという逆説」は予想外の帰結などでは決してなかっ

た。集団化は（もとより）「社会主義大規模農業」などまったく創出できな

かったばかりか，伝来の「小農民経営」を徹底的に破壊し，ロシアの農業，

農民，そして農村を総体としてただ荒廃させたにすぎなかった１５６）。「クラー

１５３）Ivnitskii, op. cit., s.１０８.
１５４）奥田前掲書，３９２-３９３頁。
１５５）同上書，３９４-３９６頁。
１５６）クラシリニコフは，集団化と「クラーク清算」を通じて農民が全体として経済

的自律性と国家からの独立性を失ったと指摘する。「階級としてのクラークの絶
滅」や「クラーク清算」は，その本質上，「強制的な脱農民化（raskrest’
ianivanie）のもっとも苛烈で劇的な段階にほかならない」ととらえるべきで，
「クラーク清算」の基礎的なカテゴリーとして「脱農民化」（この言葉はかみ砕
いて訳せば「自立した階級としての農民の解体と従属化」といって良いかもし
れない）という概念を用いることを提唱している。（Krasil’nikov, op. cit., s.９．）
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ク清算」によって自己の意思に反して追放された者たちはもちろん，さらに

もっと多くの者たちが自己意思で村を去っただろうことは疑いない。奥田は

次のように指摘する。「経営の展望を絶たれた個人農は，コルホーズに加入

しなかったとすれば，村を離れはじめた。１９３１年はソ連全体でも，都市か

ら農村への移動が最高の規模に達した年である」１５７）。すなわち，農民を「農

村から追い立てた」論理は，時を同じくした工業における労働需要の急増と

激しい燃焼反応を起こして，かつてない「農民大移動＝エクソダス」を生み

出したのである。しかし，この点の分析は続稿でより立ち入っておこなうこ

ととしよう。

（うえの・かつお／元経済学部准教授／２０２１年１０月８日受理）

１５７）奥田前掲書，３４８頁。
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The Primitive Accumulation of Capital and the
Experiences of the Soviet Industrialization. Part 2（2）

UENO Katsuo

For a long time until the collapse of the Soviet Union, the orthodox
interpretation of the collectivization of agriculture in the Soviet Union was
that the mass collectivization movement from below frustrated the
resistance of the kulaks, the capitalist forces in the countryside, and
collectivization was achieved. The reality, however, was quite the opposite.
Collectivization was driven by the policy of “extermination of the kulaks as
a class,” which targeted the “kulaks,” the core rural businessmen and the
relatively wealthy peasantry, as its decisive leverage. This was the key to
unraveling Fitzpatrick’s paradox that collectivization “not only drove the
peasants to the kolkhoz, but also drove them from the countryside. The
“extermination of the kulaks as a class” was indeed the state’s repression of
the peasantry through sheer violence. The “extermination of the kulaks as
a class” was indeed a state repression of the peasantry by outright
violence, which tore millions of peasants and their families from their
native land and exiled them to the harsh natural conditions of the Soviet
North, where few people lived. The collectivization of agriculture, using
this repression as a lever, devastated the Soviet peasantry, agriculture, and
farming villages as a whole. The peasants who had lost their business
prospects left their villages for the cities and industry if they did not join
the kolkhoz. The years of collectivization were at the same time years of
mass peasant migration to the cities, known as the Exodus.
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